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明日へ、つづく、つないでいく。
美しい自然を、人間は創りだすことができません。

現代のこのすばらしい文明も、私たちの力だけでは築けません。

いま、ここにあるすべては、過去より受け継いできた大切なもの。

この財産を豊かに育み、子どもたちの未来に手渡していくことが、

いまを生きる私たちの役目ではないでしょうか。

トヨタは「環境」「交通安全」「人材育成」をはじめ「芸術・文化」「共生社会」など

幅広い分野で、さまざまな社会貢献活動を進めるとともに、

社員のボランティア活動を積極的に支援しています。

日本で、世界で、地球市民の一員として、

豊かな社会づくりとその持続的な発展のための活動に取り組んでいます。

トヨタの宅土頷献濁の鰯は、インタ＿ネ。トで詳しく・覧し、ただ豚す．・ttp・／www、t・，D・a　c。．j・・s・clai－c・ntrlb・・1・・／　←ヨq自動璽林式会社
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育つのか育てるのか

　　　中部産政研

理事長加藤裕治

スパルタ教育は死んだか

　最近はあまり聞かなくなった言葉の一つに

「スパルタ教育」がある。紀元前のギリシア

の都市国家スパルタは子どもが7歳になる

と裸にして20歳になるまで、徹底した集団

軍事訓練で男たちを兵士として鍛え上げ、強

国を築いた。高度成長のころはオリンピック

女子バレーボールでスパルタ式の大松監督に

育てられた東洋の魔女たちが金メダルを取っ

たことから、「スパルタ式」がもてはやされ

た。しかし、日本が豊かになり少子化が進み、

アメリカ流の「褒めて育てよ」の方が優勢に

なってくる。折から「個」優先の「ゆとり教

育」が叫ばれ始めたことも「褒め育て」路線

の後押しをしたかもしれない。

　しかし、子どもはさまざまだから「こうす

ればああなる」などと言うようにはいかない。

子育てのノウハウなど掃いて捨てるほどある

が、そんなものに頼らないほうがいい、と達

観した見方をする人も多い。

　では一体どうすればいいのか？多様化した

世の中で、親だけでなく、生意気になった子

どもやモンスターペアレントに悩む学校でも、

そして人材が命の企業でも「人を育てる」た

めに何をすればいいのか、どこから手をつけ

ればいいのか、悩んでいる人は多い。

甲子園にみる「育成」

　今年も夏の甲子園は多くの人を感動させ

た。今年の出場校の顔触れを見ると、いわゆ

る古豪と言われる高校も目立ったが、新設の

高校も活躍した。毎年、甲子園を見ていて感

心させられることがひとつある。それは学校

を移ってもその新しい高校を短期間に強くし

てしまう名監督の存在である。そういう監督

は何人も居て、そのチーム育成の方針がよく

話題になる。聞いていると全てなるほどと思

うのだが、いわゆる「スパルタ式」の監督も

いれば「褒め育て」の監督もいる。やっぱり

「こうすればああなる」はないのではないか。

　しかし、その中で名監督の共通点がある。

それは生徒との信頼のきずなの強さだ。どの

ような方針でなすにしろ、監督への信頼は絶

対のものがある。そして監督のインタビュー

を聞いていて感じることは、監督は決して
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「個」を育てようとしていない事だ。スター

プレーヤーが居る学校もあるが、そんな高校

でも監督は「子どもたち全員で…」とおっしゃ

る。全員をきっちり束にして自分中心に等距

離で信頼の輪を築いておられるのだ。

　以前日本サッカーをワールドカップ本選に

導いたトルシエ監督もそういう人だった。途

中病で倒れたがオシム監督もそのようなチー

ム作りを目指していた。今回最終的には評価

を高めた岡田監督も「特定の誰かをもてはや

す」ことはしないでもらいたいとマスコミに

頼んでいる姿が印象的だった。今回は決勝に

は残れなかったが、南米のチームを見ている

と日本とは大きく違うことがわかる。個々人

の個性をそのまま生かしたチーム作りをして

いる。

　この辺から少し強引だが結論付けるとすれ

ば、日本人には「集団性」を強く意識した育

成法がマッチしていそうだということである。

日本人の遺伝子の特徴

　少し前になるが、自治医大の香川靖雄教授

の大変興味ある講演を聞いたので紹介したい。

それは自治医大で実践している集団生活を基

本とした教育が日本人にはマッチしていると

の研究だった。自治医大では全国から集まる

学生を寮に入れ、集団生活の中、チームによ

る体験学習などを徹底しているという。結果

として長年医師国家試験の合格率トップを

保っているということだ。そんな自治医大で、

あるエポックな出来事があった。ある年、学

長が交代し、集団生活中心の教育方針を転換

したのだ。そうしたら国家試験の合格率が

36位まで転落してしまったそうである。そ

こで当時副学長だった香川教授は、またもと

のやり方に戻し成績を復活させたという。

　自治医大は東大や慶応の医学部のように偏

差値トップクラスの学生が入学するわけでは

ない。経済的に恵まれない学生を中心に各自

治体から送り込まれる「普通の学生」が中心

だという事である。そこでの集団教育がなぜ

そのような効果を上げるのか。それは香川教

授によれば「日本入の遺伝子の特性」である

という。

　日本人の遺伝子にはアメリカ人と比べ、際

立った特徴がある。それは、自主独立の性向

が強く、社交的で活動的な性格を生む「セロ

トニントランスポーター」を多く含む遺伝子

（L型）の出現頻度が、アメリカ人に比べ非

常に低いという事であるそうだ。日本人は内

向的、従順な性格を生む遺伝子（S型）の出

現頻度が高い。アメリカ人がLL型3割、　LS

型5割であるのに比べ、日本人は、SS型7

割でLS型が3割、　LL型に至っては0．2割

しか出現しない。日米では「積極外交独立独

歩型（LL型）」と「消極内向従順型（SS型）」

の比率が全く逆になっているのだ。

　香川教授によれば、日本人は、教師がきっ

かけだけ与え、あとは自分でどんどんやって

いかせるような教育方針では伸びず、集団の

中、みんなと横並びで同じことをさせること

で伸びていく、というのだ。

　言われてみれば思い当たることはたくさん

ある。オリンピックでの日本人の整然とした

行進、白人たちのバラバラな隊列。外国に旅

行してもとかく日本人は日本人だけで集まり

たがる。白人たちは、パーティで次々に話し

相手を変え、グラス片手に歩き回る。

　日本人は、島国に閉じこもって文化を形成

してきたことにより、独特の文化を築いたわ
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けだが、それは人間性をつかさどる遺伝子に　　でに3年前に「ゆとり路線」との決別に大き

まで独自性を与えていたのである。　　　　　な舵を切っている。

「集団性」への復帰を

　日本人は集団でやらせた方が成果が上がる

というのは、日本の物づくりの強みの一つと

言われるチームワークによる成果が如実に証

明している。今日、日本企業は世界中で現地

スタッフを雇用し生産活動をしているが、そ

こで現地指導に当たっている人たちが口にす

るのは、チームワークを自主的に機能させる

ことの難しさである。日本人にはなんでもな

いことなのに、である。

　日本人のメンタリティーは、集団の一員と

なった時、つまり、自分の居場所を確保した

上で、集団が目指す目標をみんなで共有して

頑張りあう時、強みを発揮する。このことは

日本の歴史のなかでも強く意識されていた。

日本を力強く成長させるための方法論として、

どんな組織でも実践してきたことである。と

ころが、不幸な戦争体験が、その日本人の「集

団性」が戦争への道を加速したのではないか

との反省を生み、戦後は次第に「個」を優先

する教育や、組織運営が強くなってきたとい

える。それを後押ししたのが1980年ごろか

ら本格化する「ゆとり教育」だった。

　「個性を大切に」とか「褒め育て」自体何

も悪いことではないし、重要な事である。し

かし、日本人は一人で放りだされ自分で道を

見つけ勝手に歩いていくのは苦手なのだ。集

団の中で初めて安心して歩いて行けるSS型

の遺伝子を持った者が7割を占める国民な

のである。であるなら、教育も会社の組織運

営もこの「集団性」に立ち戻った方がよいと

言えるのではないだろうか。文部科学省はす

　世界を歩いてきた経験から言うと、日本人

はやはり内向的で、ぜい弱性の強い国民だと

思う。それは悪い面ばかりではなく「やさし

さ」だとか「慎重」「生真面目」という、集

団による力の発揮に必要なメンタリティーを

生む源泉になる。国も企業も組織である。組

織としてまとまりがあり、共通の目標に対し

メンバーが協力的に向かっていけることは

「強み」である。日本人は放っておかれるこ

とは合わない。組織の一員であることの安心

感の上に目標を示すほうが頑張れる。学校で

も企業でも、チームとして組織としてもっと

絆を強め、人は「育つ」ものでなく「育てる」

のだという考え方に立ち戻ってみてはどうだ

ろうか。

M㊦

鷺／
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恩について

筑波大学名誉教授

副　田　義　也

親の恩

　私は長子で、弟妹が六人いる。この出生順

位だけが理由で、慶弔の会合で挨拶をさせら

れることがしょっちゅうである。大学の教師

稼業が長くて（なんと半世紀！）喋ることに

は慣れているのだが、慣れによる過ちを恐れ

て必ず原稿を作って行き、それを読みあげる

ことにしている。最近の姪の結婚式における

一例は以下の通り。

　老来、人前でのご挨拶が下手になってきま

した。書き物を読むことをお許し願います。

塩野広平さん、有紀さん、ご結婚おめでとう

ございます。塩野家、副田家の皆様、おめで

とうございます。

　本日は由紀さんの伯父としてお祝いのご挨

拶を申し上げます。

　私は若いころから現在まで、社会学を勉強

し、大学で教えてきた人間です。私の専門の

一部に日本人の国民性の研究があります。そ

の分野の古典の一冊に、アメリカの女流の文

化人類学者、ルース・ベネディクトの「菊と

刀」という書物があります。青年時代に私は

これを読みまして強い印象を受け、学問研究

を志しました。

　その書物で、ベネディクトは日本人の倫

理・道徳を研究しまして、その中心的価値は

恩であると申しました。恩にはいろいろな種

類が区別されますが、大事な一つとして、親

の恩があります。親は子を生み、育てること

で子に恩を施します。とくに母親が子供を産

むのは、昔も今も命がけの仕事です。この親

の恩に対して、子供は恩返しとして孝を尽く

します。親孝行は、子供の務めです。

　さて、孝とは何か。核家族化、高齢化など

で大きく社会が変化する中で、孝のあり方も

大きく変わりました。ここは学者ではなく、

一人の父親として考えるのですが、自分の子

供に孝行してもらいたいという時、その孝と

は何か。それは子供の幸福ですね。子供が幸

福でいれば、それが親にとって何よりもあり

がたいものです。広平さん、有紀さん、幸福

になって、幸福な家庭をつくって親孝行して

ください。

　両家のご両親は、現在、ご壮健とお見受け
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します。しかし、老いはやがて忍び寄ってき

ます。老いれば体も心も弱くなります。その

ときには、広平さん、有紀さん、ご両親に思

いやりと労りをお願いいたします。

　一に、お二人が幸福になってください。二

に、ご両親を大事にしてください。平凡です

が、贈る言葉といたします。

ベネディクトの「菊と刀」

　挨拶の前半、私がベネディクトの「菊と

刀」を読み、日本人の国民性の研究を志した

ことと、彼女に導かれて恩に注目したことは

事実である。しかし、挨拶の後半、親の恩と

子の孝についての思索は、私がベネディクト

説にはじめは従い、のちに抵抗して、獲得し

てきたものである。その経過の一部を紹介す

る。

　「菊と刀」という書物は、先にも言ったよ

うに日本人の国民性を論じた古典であり、

優れた着想、分析を多く含み、まことに名著

と呼ぶにふさわしい。しかし、太平洋戦争直

後に、アメリカで執筆・刊行されたものだけ

に、ところどころ自文化中心主義というか、

アメリカ文化を基準にして、日本文化がそれ

と異なるという理由だけによって、日本文化

は劣るとしている。恩に関する論議は、その

不幸な一例である。

　ベネディクトは言う。恩という概念はアメ

リカ人には理解しがたいものである。それは

しいて言えば、借金の返済の義務のようなも

のである。日本人は、親が子を生み、育てる

と、親は子に恩を与えたと考える。子は親の

恩に対して、恩返しとして孝を尽くさねばな

らない。この恩返しは、アメリカ人から見る

と、借金の返済のように感じられる。アメリ

カでは、親は子を生み、育てても、何か利益

を与えたと考えない。アメリカ人は、親は子

を愛しているから、生み、育てるのである。

　ベネディクトは、恩と恩返し＝孝の組み合

わせを、精神性を失わせて、おとしめて描

いている。そのような恩と恩返しが現実にな

いわけではない。老親扶養をめぐる親子のあ

いだのトラブルで親が子に与えた恩を言い立

て、借金の返済を迫るように、孝を要求する

事例は存在する。

あしなが育英会

　しかし、日本人が自らのライフ・コースの

なかで恩と恩返しの規範をどのように意識

し、どのように実践しているかを幅広く調査

してみれば、恩について別の見方も可能であ

る。一例のみあげる。

　あしなが育英会という育英団体がある。病

気、災害、自殺などで親が死亡し、あとに残

された遺児たちに、奨学金を提供し、学生寮

を設け、心のケアをおこなっている。この団

体は、財政的には、あしながさんと呼ばれる

市民ヴォランティアの寄付のみに頼り、行政

の援助はいっさい受けない。発足以来、今年

まで23年間で360億円余りの寄付金を集め、

3万人近くの遺児たちの進学を援助してき

た。あしながさんの累計は7万人余に及ぶ。

　あしながさんに寄付活動をする動機の調査

をさせてもらったことがある。データの詳し

い紹介をする紙幅がないが、多くのあしなが

さんが、彼らのライフ・コースにおいて過去

に他者から恩を受けた、その恩返しのために

あしながさんとなり、遺児のために尽くして

いると回答した。

　ベネディクトは、施恩者Aと受恩者Bのあ
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いだでだけ恩と恩返しを考えがちであった。

これに対して、あしながさんの調査は、施恩

者Aと受恩者Bがいて、Bはのちにあしながさ

ん、新しい施恩者となり、新しい受恩者・遺

児Cに結びつくことを教える。恩と恩返しは

借金の返済に似たものではなく、人間らしい

善行の連鎖である。それは日本人の道徳的人

間関係の基礎である。

　親の恩と子の孝も、人間らしい善行の連鎖

として見直されるべきであろう。

〔筆者は中部産政研顧問〕

【筆者紹介】

副田　義也（そえだ・よしや）

1934年東京都生まれ

◇学歴／職歴

1957年

1959年

1977年

1995年

1998年

現在

東京大学文学部卒業

東京大学大学院社会科学研究科修士課

程終了

筑波大学社会科学系教授

筑波大学副学長

金城学院大学現代文化学部教授

筑波大学名誉教授

◇主要著書

　「日本文化試論一ベネディクト『菊と刀』を読む」

　　1993年、新曜社

　「生活保護制度の社会史」　1995年、東京大学出版会

　「教育勅語の社会史一ナショナリズムの創出と挫折」

　　1997年、有信堂高文社

　「あしなが運動と玉井義臣　歴史社会学的考察」

　　2003年、岩波書店

　「内務省の社会史」　2007年、東京大学出版会

　「福祉社会学宣言」　2008年、岩波書店
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日本のモノづくり産業が

今後取リ組むべき課題
　株式会社デンソー

相談役岡部　弘

1．はじめに

　本論に入る前に、現在の企業経営を取り巻

く2つの大きな懸念事項について触れてお

きたい。

　1つは、言うまでもなく、世界を覆う深刻

な経済危機である。リーマンショックから急

激に落ち込みはじめた世界経済は、このとこ

ろ少しずつ回復基調に向かいつつあると思わ

れたが、今回のギリシャ財政危機によって世

界経済は再び大きくゆらぎ始めた。このこと

は、世界的な景気低迷からの根本的な回復策

が未だ見出されていなかったことを明らかに

したと言える。

　もう1つは企業経営そのものについての

考え方が大きくゆらいでいる点である。2年

程前まで世間を大いに賑わせた企業の頻発す

る偽装問題は、引き続きそこかしこで発生し

ている。その背景にあるのが企業の「もうけ

主義」の蔓延である。もちろん、企業は利益

をあげなければ存続できない。しかし、手段

を選ばず、法的なグレーゾーンにまで手を染

めて利益追求に走る姿はやはり異常に見え

る。こうした状況を加速させているのが、「グ

ローバルスタンダード経営」ではなかったか

と思う。その根幹にあるのが「株主重視の経

営」と呼ばれるものである。企業には株主の

他に従業員、顧客、地域社会などの大きなス

テークホルダーが存在する。その中で相互の

バランスを考えた経営を目指すべきだと思う

のだが、こうした考え方はいつの間にか忘れ

去られてしまった。経営が困難に陥れば真っ

先に従業員をリストラし、将来必要となる経

費（研究開発費、人材育成費など）や設備投

資をカットし、利益確保に走る。これでは目

先の経営は維持できても長期安定的な成長は

難しい。特に「人」を単なる経営資源として

軽んずる考え方の一般化が現在の企業経営の

混迷を深めている一因ではないかと思う。

2．原点に帰り、本質を見極める

　こうした混迷から脱出するにはどうすれば

よいか。私は何よりも「原点に帰り、本質を

見極める」ことが大切だと思っている。

　まず「企業存立の意義」である。換言すれ

ば「企業は何のために存在するのか」とい
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うこと。私達が若い頃先輩の人たちに教わっ

たことは、①企業は永続するものでなければ

ならない。②そのためには人を育て、その能

力を最大限に発揮できる状況を作り上げるこ

と。③人の力によって企業を繁栄させ、地域

や国に貢献する。ということである。この3

点こそが企業存立の原点であり、時代がどの

ように変わろうと守り通すべきものであると

思う。

　次に「日本経済は何を柱として発展を目指

すべきか」という点である。現在の日本経済

の大幅な落ち込みと回復の遅れは、製造業中

心に成り立ってきたところに原因があり、早

くモノづくり依存から脱却すべきだという意

見が多くの識者から出された。しかし、日本

経済はモノづくりにかまけて、他産業をおろ

そかにした訳ではなない。モノづくり以外の

産業で経済を牽引できなかったから、結果的

にモノづくりに依存せざるを得なかったと言

える。今改めて世界を見渡せば、製造業のウ

エイトを落とし、金融ビジネス中心に経済を

成り立たせてきた欧米諸国が大きな問題を抱

え込み、浮上のきっかけを見出せずにいる。

　それでは日本経済は何を柱に成長を目指す

べきか。私はこれまでもそうであったように、

これからもモノづくりに注力し、その能力を

磨き、日本らしさを十分に発揮したモノを世

界に提供できるようにすることだと考えてい

る。だからと言って、ソフト・サービスを軽

視するということではない。魅力あるモノづ

くりは、高度なモノづくり技術に加えて、洗

練されたソフト・サービスをプラスできて初

めて実現できるものだと思うからである。

　モノにあふれた現代杜会ではモノは売れな

いというのは間違いで、本当に買いたいと思

う魅力ある商品を提供できれば、必ず需要は

ある。そこに魅力ある付加価値を付け、世界

のニーズを掘り起こすモノを提供し続けるこ

とができるかどうか。この1点に日本経済

の将来がかかっていると思う。

　もう1つ忘れてはならないことは、日本

が資源に乏しい人口大国だということだ。日

本経済が発展し、国民が豊かな生活を実現で

きるようにするためには、食糧をはじめ、多

くの資源を海外から輸入しなければならな

い。そのための外貨をどのようにして稼ぐの

か。また、国内で安定的に雇用を確保すると

いう視点も欠かせない。もちろん、モノづく

り産業以外でもこうしたことは可能ではある

が、残念ながら今のところ日本経済を支える

柱にはなりにくい。好むと好まざるとにかか

わらず、日本経済はこれからもモノづくり産

業の競争力を高め、世界の経済競争を勝ち抜

いて行くしか進むべき道はないのである。

3．日本のモノづくりを支える優れた環境

　これまでの日本のモノづくり産業が世界で

強い競争力を発揮できたのには理由がある。

それはモノづくりに適した環境に恵まれてい

たからだ。即ち、

　　〔1）レベルの高い裾野産業の存在と、幅

　　　　広い技術・技能の蓄積。

　　②　優れた中小企業集団によるネット

　　　　ワークの形成。

　　（3）整備されたビジネス・インフラ（電

　　　　気・ガス・水、物流インフラ、ITネッ

　　　　トワークなど）。

　　（4）質の高い現場作業者。

　　（5）素形材、高機能部品、金型、工作機

　　　　械などの「資本財」をつくる高い
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　　　　技術力

　　（6）良好な組合との関係。

などである。私自身、仕事の関係で約40ヵ

国を見て回り、日本のようにモノづくりに恵

まれた環境にある国は世界を見渡しても存在

しないのではないかと思っている。

　しかし、こうした日本の優位性も近年の激

しい経済変動によって大きくゆらぎ始めてい

る。豊かな裾野産業も弱体化が著しい上に、

優れた作業者の維持・確保が難しくなってい

る。優れた技術・技能を持った団塊の世代が

大量に引退した後を補うべき若年層の確保と

育成が十分にできていない。特にモノづくり

の現場を支える優れた技能者の育成には長い

時聞がかかるにもかかわらず、おろそかにさ

れている。このままでは早ばんモノづくり力

が衰えることは避けられず、喫緊の対策が必

要と思われる。

4．マネジメントカの強化

　もう1つ現代の混迷した経済環境を乗り

きるために大切なことは「マネジメントカの

強化」である。およそ沢山の人が集まって作

る組織が最適に機能し、本来の目的を達成す

るためには、強いマネジメント能力を身につ

ける必要がある。マネジメントは組織を動か

すエンジンというべきもので、全ての組織に

必須の要件であるが、中でも厳しい競争にさ

らされる民間企業には不可欠である。

　こうしたマネジメントを実行する上で理解

すべき2つの側面がある。1つは、いかに時

代が変化しても変えてはいけないもの（テク

ニカル・コア）。もう1つは時代の変化に伴っ

て変えて行かなければならないもの（テクニ

カル・バッファ）である。

（1）テクニカル・コアとはマネジメントを

　　実行する上での基盤となるもので、組

　　織の中でしっかりとビルド・インされ

　　ていなければならない。即ち、

　①ミッション（企業としての「志」）

　　　を明確にする

　　　ミッションとは組織のメンバー全員

　　　が理解し、その実現に向けて活動す

　　　る上での道しるべになるべきもので

　　　ある。近年多くの組織（企業、官庁、

　　　政党など）で不祥事が絶えないのは、

　　　しっかりとした「志」がないからだ。

　②強いオーナーシップを持つ

　　　組織のメンバー1人ひとりが自らの

　　　担当分野に強い責任感を持つこと。

　　　そのための組織風土づくりが大変重

　　　要である。

　③　健全なる危機意識を醸成する

　　　組織は大きくなるにつれて緊張感が

　　　薄れ、いわゆる「大企業病」に陥り

　　　やすい。これを防ぐためにも組織の

　　　中に常に危機意識を醸成し、危機克

　　　服のための能力を身につける必要が

　　　ある。

　④人を大切にする組織風土をつくる

　　　組織は全て人で成り立つものである

　　　から、メンバーの1人ひとりが納

　　　得して最大限の努力をするのでなけ

　　　れば、目的の達成はおぼつかない。

　　　そのために重要なことは、先ず「人

　　　を大切にする組織風土」を確立し、

　　　その上で活動しやすい「機会」と「場」

　　　を提供することである。人は使い捨

　　　て可能な経営資源ではない。特に、

　　　モノづくり企業にとっては長期にわ

一 10一



　　　たる人材育成が欠かせない。

②　テクニカル・バッファとは時代の変化

　　に迅速に対応すべきもので事業戦略、

　　製品戦略、効率的な業務運営などがあ

　　る。それぞれ組織形態、業種、企業規

　　模などによって異なるため、詳細に論

　　ずることはできないが、キーワードは

　　「選択と集中」「差別化」などである。

5．人を育てると言うこと

　マネジメントの根幹を為すものは「人材育

成」である。人の能力は本来限りないもので

あり、意欲を持って取り組めば途方もない能

力を身につけることができる。企業はこうし

た意欲をかき立てるような「機会」と「場」

を提供することが大切である。その根底には

「企業の繁栄に役立ってもらう」ことと同時

に「立派な社会人を育成する］という理念が

なければならない。

　こうした人材育成の実態を理解してもらう

ために、㈱デンソーの技能者育成の事例を紹

介したい。

　当社が技能者育成に本格的に乗り出したの

は、創立より5年目の1954年であり、以降

現在に至るまで時代の変化にも関わらず継続

して実施している。モノづくりは技術と技能

が車の両輪の如く相まってレベルアップして

行くことが大切であり、技術の進化に即応し

た技能の向上がなければ魅力あるモノづく

りはできない。そのための多くの仕組みを

作ってきたが、その1つが国際技能五輪へ

の挑戦である。国際技能五輸への本格参加は

1970年であるが、2年毎に開催される同大

会にこれまで連続参加し、20個を超える金

メダル、銀・銅合わせれば40個を超えるメ

ダルを獲得してきた。こうした地道な努力が、

高度なモノづくりを支える確固たる基盤とも

なっている。ちなみに、前回日本で開催され

た国際大会では、当社のタイ拠点の現地技能

者が銀メダルを獲得したが、これも20年以

上にわたる育成の成果であり、現地でも当社

の取り組みが高く評価された。

　それではこうした技能者育成はなぜ必要な

のか。例えば、新製品開発。技術者が創り出

した新製品のアイデアをまず試作品として具

現化する。この試作品をテストして本当に新

しい価値を生み出せるものかどうかチェック

する。不具合があれば技術改良を加え、再度

試作品をつくりチェックする。こうした繰り

返しの中から新製品が生まれる。モジュール

型の商品なら必要な機能部品を外部購入し、

組み立てれば試作品はつくり出せるし、外部

委託も可能である。しかし、高度な加工技術

が必要なすり合わせ型商品（自動車・精密機

器など）の試作品は熟練技能者でないとでき

ない。従って熟練技能者の蓄積がないと魅力

ある新製品は生み出せないことになる。この

点はいかにIT技術が進化しても、人の能力

に頼らざるを得ない点である。

　次に、生産準備・量産化の問題。近年設備

の高度化が進み超精密加工の可能な設備も

次々に開発されている。しかしこうした設備

を導入すれば良いモノづくりができるという

ものではない。安定生産を行う為にはかなり

のノウハウが必要であり、ここにも熟練技能

者の能力が必要となる。

　技術者の育成も全く同じである。モノづく

り企業では新技術開発の成果は技術標準とし

て蓄積されるが、並行して膨大な失敗事例も

データとして保存される。これらはまさに貴
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重なノウハウであり、モノづくり企業の技術

レベルの根幹をなすものであるが、その内容

を理解し身につけさせるためには継続した育

成の「機会」「場」が必要となる。

6．おわりに

　それでは変化の激しいこれからの時代を日

本のモノづくり企業はどのように乗り切って

行けばよいのか。グローバル経済化が進む中

では常に幅広い視野を持ち、世界の市場を見

据えたビジネスを展開するとともに、長期的

視野で考えることである。競争に勝ち抜くた

めには、自社の持つ技術・技能・ノウハウ（サー

ビス含む）などに他社を凌駕する優位性を確

保しなければならない。そのベースにあるの

が人である。特に「モノづくりは人づくり」

と言われるように、人材育成をまず基本に置

いて今後の事業展開に取り組まなければなら

ない。近年必要なものは人を含め外部から調

達すれば良いと考える人も多くなっている

が、それでは独自の競争力は身に付かない。

　日本がこれまで育ててきた世界に冠たるモ

ノづくりの環境を失ってはならない。ゆらぎ

つつあるこうした環境を立て直し、地道にモ

ノづくりの力を育てて行けば、いかなる時代

の変化があろうと競争に勝つことができ、日

本経済も成長できるものと確信している。中

国・インドをはじめとする新興国が日本のレ

ベルに到達するにはまだまだ時間がかかる。

もう1度原点に立ち戻ってモノづくりを考

え直す丁度よい時期だと思う。
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弱体化する

人材マネジメントと

再生への課題
一橋大学大学院商学研究科

教授守　島　基　博

　バブル経済の崩壊以降、過去20年間、多

くの新たな人事管理施策が導入されてきた。

なかでも目立っていたのが、非正規労働力の

活用と、成果主義に代表される評価・処遇制

度の導入である。特に人材育成面では、多く

の企業はコスト削減圧力の中で人材育成にか

ける投資（お金と労力、時間）を大きく削減

してきたことが大きな特徴である。教育訓練

費だけをみても、バブル経済崩壊後、1998

年から減少傾向にあり、その後10年余りの

間に1，000億円減少している（図表1参照）。

さらに、育成面での新たな動きとしては、少

なくなった教育訓練費を、将来の経営リー

ダー育成などの選抜型の育成プログラムに傾

斜配分することも多くなってきた。

　こうした、改革は短期的には日本の企業を

身軽にし、競争力強化に役立ったものの、長

期的には、組織の深層部分で、働く人と経営

にマイナスの影響があると懸念される。いう

なれば、ボディブローのように効いてくる見

えにくい影響である。本稿では、これまでの

人材マネジメントがもたらしたマイナスの影

図表1　人材育成投資の低下

労働費用（現金給与総額を含む）

　（％）

　040

030

020

に占める教育訓練費の割合

　　　　　　　　※本社の常用労働者が30人以上の民営企業のうちから、

　　　　　　　　　産業、規模別に層化して抽出した約5，30Q企業の調査結果。

　　　　　010
　　　　　　　　1983　　　　　1985　　　　　1988　　　　　1991　　　　　1995　　　　　1998　　　　　2002　　〔年）

出典：厚生労働省「賃金労働時間制度等総合調査」（2003年）

　　（1983年は同省「労働者福祉施設制度調査」、2002年は同省「就労条件総合調査」）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－13一



響について概観し、人材マネジメント復活へ

の課題を明らかにしていきたい。

これらの変化がもたらす働く人への影響

　では、こうした非正規労働の活用や処遇・

評価制度の変更は何をもたらしたのだろう

か。幾つかの目立った影響が出てきている。

ひとつは、働く人の間で、働くことへの納得

感が低下し、働きがいが低下している可能性

である。働く人がやりがいをもって、活き活

き働くには、最低限の条件として、処遇や評

価に関する納得感が大切である。「最低限」

というのは、意欲をもって働くための基盤と

いった意味である。働いて、成果を出して、

納得できる評価と報酬をもらって、はじめて

働きがいをもって働くためのスタートの位置

につける。評価や処遇に対して納得感が無い

と、主体的に意欲をもって働くというのはほ

ぼ不可能なのである。

　実際、労働政策研究・研修機構（JILPT）

が2005年に行った従業員向けアンケート調

査からも、成果主義の導入による納得感低下

と、それに伴う働く意欲の低下が示唆される。

対象は、ホワイトカラー職場で働く従業員約

2，800人であった。図表2によれば、多様な

図表2　過去3年間の処遇や評価に関する納得感の低下

　　　2000年以降に成果主義を導入した企業と、成果主義

　　　を導入していない企業の比較（JILPT2005年調査）

「低下した」の割合（％）

3年前と比べて、あなた自身に対する処遇

や評価に関する納得感、公平感は変化し

ましたか。

　全体
（Nニ1β71）

成果主義

導入企業
（N＝855）

それ以外
（N＝1ρ16）

ユ）設定された目標への納得感 14．9％％ 17．1％ i3，玉％

2）仕事の成果や能力の評価に関する納

得感

226％ 24．2％ 21．2％

3）評価の賃金・賞与への反映に対する納

得感

32．0％ 35．0％ 29．6％

4）閏標達成へ向けた努力の評価に対する

納得感

21．4粍 23．6％ 194％

5）周りのひとの評価や処遇と比べた場合

の、自分の評価や処遇に関する納得感

23．3％ 26．2％ 208％

納得感や公平感が低下したと答える従業員の

割合は、成果主義を導入した企業で一貫して

高いのである。

　また、こうした納得感の低下は、働く人の

意欲にマイナスの影響を与えているようだ。

図表にはないが、この調査で、「成果にみあっ

た公正な賃金をうけているので、この会社で

働き続けたい」という文章に同意しなかった

割合は、成果主義を2000年以降導入した企

業では、約28％であり、成果主義の導入さ

れていない企業の約23％に比較して、少しだ

が高い。成果主義は、賃金の納得性を低下さ

せ、意欲にもマイナスの影響を及ぼすことが

示唆される。

　これまで多くの企業では、処遇や評価に関

する不満は、将来への夢という形で納得を確

保していた。端的にいえば、今は、賃金が低

い、仕事がきつい。だが、いつかは認められ

る、正当な報酬を受けるだろうという感覚で

ある。多くの人が、そうした夢を抱いて、き

つい仕事や納得できない評価を我慢してき

た。つまり、会社人生を通して、納得を確保

する仕方であり、その夢が多くの人の意欲の

原動力になってきた。

　だが、成果主義とは、短期的な評価を、短

期的な報酬に反映させる仕組みである。今の

不満が将来に解消される可能性は、良く言っ

て未定である。もしかしたら、解消されるこ

とはないかもしれない。そんな不安を掻き立

てる制度である。また、先にも述べたように、

この時期、多くの企業が、成果主義の導入と

並行して、正社員の削減を実施し、同時に正

社員が行っていた仕事を非正規労働力によっ

て代替した。

　つまり、成果主義による納得感の低下や処
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遇に関する不安は、非正規雇用の積極的利用

がもたらす雇用不安定化によって大きく助長

されたのである。

　したがって、これまでの長期的に安定した

雇用に依存した納得感とは違って、新たな納

得感を確保しないと、下世話な言い方をすれ

ば、“やってられない”のである。成果主義

とは、こうした新たな納得感の希求へと駆り

立てたのである。

　だが、多くの企業は、こうした納得感を確

保する施策をもたなかった。これまでとは違

う、新たなタイプの納得感（あえていえば、

その瞬間で満足できるようなタイプの納得

感）が重要になってきているにも関わらず、

多くの企業はこの状況に対してあまりきちん

とした対応はしていなかった。

成長を促す仕組みの衰退

　さらに、もうひとつ、悪いことに、成果主

義導入を契機とした「成長へのインセンティ

ブ」の低下も起こっていたのである。

　もちろん、成果主義を本来「仕事の成果に

応じて、給与や賞与を決定する仕組み」とし

て捉えれば、本来は人材育成に対して悪影響

を及ぼすものではない。人材が能力を向上さ

せ、成果をあげれば、それがきちんと評価さ

れ報われる。それが本来の成果主義であるか

らである。

　しかし、ここで着目すべきことは、いわゆ

る成果主義の導入にともなって、かつて職能

資格制度などの制度に内在していた、いわ

ば「人材の能力は仕事を通じて経年で向上し

ていくもの」という人材育成に必要な考え方

が、短期的業績を評価する仕組みの導入を契

機として損なわれてしまった可能性がある点

である。職能資格制度のもとでは、終身雇用

という安定した雇用環境が背景ではあった

が、個人に対して、現状の顕在的能力のみな

らず、キャリアを積んでいく過程での継続的

な能力向上にむけてのインセンティブが与え

られていた。つまり、職能資格制度は個人の

現在だけでなく未来、また顕在的能力だけで

なく潜在的能力をも見すえた制度であり、そ

の意味でこの制度は個人に対し成長へのイン

センティブを与える仕組みとなっていたので

ある。

　しかし、多くの企業で、成果主義の導入は、

単純に成果のウェイトが大きくなるだけでは

なく、人材評価における能力のウェイトの縮

小・廃止という変化を伴っていた。能力評価

の縮小・廃止や成果への傾斜は、能力を伸ば

すことの直接的なメリットを少なくし、能力

向上のインセンティブを減少させる。成果主

義の導入に並行して実施された能力主義から

の脱却が、人材マネジメントにおける成長イ

ンセンティブの低下に繋がったのである。

　通常議論されている格差拡大や納得感低下

に比べても、まさにこのことが成果主義に関

する最大の問題かもしれない。ただ、よく知

られていることだが、職能資格制度にも問題

があり、これをそのまま維持することが望ま

しいわけでもないことは確かである。年功的

な運用になりやすい職能資格制度の問題点は

企業にとっても、働く人にとっても多くのマ

イナスがあったことも事実であり、単に評価

における能力のウェイトを再び高くすればよ

いというものでもない。

「職場寒冷化」の進展

第3に、成果主義や非正規労働力の活用
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図表3　変化する職場（JILPT2005年調査）

「職場に関する変化」項目

「そう思う」「どちら

かといえばそう思

う」を選択した割合

（N＝21823＞

1仕事のできる人に仕事が集中するようになった 55．6％

2，進捗管理が厳しくなった 41．6％

3，自己都合で退職する社員が増加した 39．6％

4，個人の目標設定における裁量が増大した 29．4％

5．若年層の育成に手が回らなくなった 27．1％

6，職場で協力しあう雰囲気がなくなった 19．3％

7，メンバーの間での競争意識が高まった 15．3％

増大、さらには経営の効率化一般からの総合

的なマイナス面として、「職場の寒冷化」が

あげられる。まず、図表3のデータを見てほ

しい。これは再び、JILPT調査の結果であり、

働く人に、過去3年間で起こった自分や職場

に関する変化を聞いた合計24項目中、職場

に関係する変化と、自分に関する変化と思わ

れる項目のうち、上位5つずつを抜き出した

ものである。

　これを見て、やっぱりそうなんだ、自分の

ところだけじゃなかったと納得した方も多い

のではないだろうか。職場は確かに厳しくなっ

ているのである。仕事ができる人に仕事が集

中し、「できる人」と「できない人」の二層化

が起こる申、進捗管理が厳しくなり、自分か

ら辞めていく社員が増えているのである。

　そして、厳しさを増している職場には、お

尻をたたかれて、頑張らざるを得ない働き手

がいる。ストレスをためつつ、会社と自分の

業績に強い関心を抱き、自分の目標が明確に

なるなか、変化や仕事量の増加に対応するた

めに、一所懸命がんばっている働き手がいる。

こうした状態がバブル経済崩壊後の日本の多

くの職場の姿だといっても大げさではないで

あろう。

　そして、示したデータのなかで私が注目を

したいのは、図表3のなかで太字になってい

る部分である。まだまだ少数だが、仕事の厳

しさが増す中で、職場の基本機能がやや疲弊

しかけている危惧を示唆する数字である。

　例えば、回答者の4分の1以上が、自分の

職場では若手の育成機能が低下していると答

えている。また、5分の1近くが、職場での協

力しあう雰囲気が低下していると答えている。

　この逆は、職場での競争であろう。ちなみ

に、上位5位という制限を設けてしまった

ので、ここには示せていないが、職場に関す

る変化の第6位は、「職場内で社員の間の競

争意識が高まった」（15．3％）である。

　こうしたことは何を物語るのだろうか。私

が過度に心配性なのかもしれないが、今、経

営のなかで、職場が衰退し、そのなかで職場

が果たしてきた基本機能が弱体化し始めてい

るのではないかと思うのである。私は、こう

した傾向を総合して、地球温暖化にかけて、

「職場寒冷化」と呼んでいる。「職場寒冷化」

の結果、図表4に示したように、メンバーの

マネジメント、協働作業、育成、意欲管理な

どの職場の基本機能が大きく低下している。

　　　　図表4　“職場寒冷化”の進展

　　　　　職場寒冷化の背景とその症状

組織における深層レベル　職場での人と人の　成果主義と期待増　職場の人員構成
の多様化個性化　　　つながり減少　　　によるリーダーへ　　のいびつさによる

（ダイバーシティ）　　　　　　　　　　　のプレツシヤー　　　育成機会の減少

　　↓　　　↓　　↓　　　↓
多様性によるマネジ　職場での協働や　　育成や意欲管理　　育成をした経験
メント機能の低下　　助げ合いの低下　　に対応しないリー　　の少ない上司の

　　　　　　　　　　　ダー　　　　　　　誕生

今、人材マネジメントの復活のために

　こうした状況は、わが国の企業経営に大き

な禍根を残すものとなりかねない。具体的に

言えば、日本の企業が高度成長期や、そこで

一 16一



の幾多の試練を乗り越え、企業変革を行うた

めに活用してきた、人材の力、いわば人材力

とでもいうべき競争力基盤の弱体化へと繋が

る可能性があるのである。

　では、今後、人事戦略はどういう戦略に基

づいて行っていけばよいのだろうか。企業経

営の基盤となる人を育成し、活用するための

新たな戦略と仕組みの方向性である。大きく、

4つのポイントがあると考えている。

1）人視点の回復

　まず、人材マネジメントにおける人視点の

回復である。現在、人材マネジメントは経営

志向をもつべき、の議論が盛んであるが、考

えてみれば、日本の多くの企業での人材マネ

ジメントは、極めて経営志向の目標を設定し、

それを実行するための仕組みづくりを行い、

その運用をしてきたのである。

　でも、人というのは経営資源のなかで特殊

な存在である。人材というのは意思がある。

心がある。さらに、心のありようによって、

人材としての価値が大きく異なってくる。同

じ人材でも、働きがいを感じて仕事をしてい

るときと、そうでない時で大きく異なる。人

材というのは、そこまで繊細で、ケアが必要

な資源なのである。

　先にも述べたように、こうした長年の経営

志向の人材マネジメントの弊害が、多くの場

面で出ているのである。人のマネジメントは、

企業の競争力の源泉であることはしばしば強

調されるが、同時に時間をかけないと、良い

影響も、そして悪い影響も表面化しないとい

う特徴がある。

　こうした状況の下で、最大の課題は、働く

人の視点を、どこまで経営志向の人材マネジ

メントに復活していけるかである。もちろん、

これは働く人のためだけに人材マネジメント

を行なうという意味ではない。人材マネジメ

ントの目的はあくまでも事業経営である。だ

が、人のマネジメントにおいて、人を単なる

人的資源としてではなく、人として扱わなけ

れば、経営活動の一環としての、人材マネジ

メントがなりたたない時代になってきたので

ある。

　人視点とは、例えば、働く人のモチベーショ

ンや働きがいに関心を持つことである。現在、

こうしたテーマが、人材マネジメントにおけ

る大きな課題になってきている。講演会や人

事部門の勉強会で、こういう話をすると、多

くの共感を呼ぶ。多くの企業が働く人の、モ

チベーションや働きがいを問題と抱えている

ようだ。

　人材活用や育成に関しては、人の気持ちを

考え、何を求めているかを理解し、適切なイ

ンセンティブシステムをくみ、同時に戦略の

方向性とそれを連動させていくことが必要

だ。また、育成にあたっては、働く人の成長

を支援し、人材としての価値を上昇させつ

つ、同時に、それが企業として、長期的に持

つべき強みを維持する過程となるように努力

する。そうした努力が必要なのである。

2）現場リーダーへの支援とそれを通じての強化

　第2が、現場リーダーの支援とそれを通

じての現場リーダーの強化である。ここでい

う現場リーダーは、いわゆるミドルマネジメ

ントを念頭においている。

　いうまでもないことだが、人材のマネジメン

トにおいて、最も重要な役割を演じるのは、現

場のリーダーである。いつの時代でも、育成や
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評価など、基盤的な人材マネジメントの機能は

現場リーダーが最前線でその役割を担ってき

た。

　だが、それがいろんな理由で難しくなった

のも事実である。人員の余裕はなくなったし、

目標達成に追われて、部下の話を聞いている

余裕もなくなった。CS飲みニケーション”は

嫌われる。部下との年齢差と意識差は大きく

なる。そうした状況の中で、現場リーダーが、

人材に関するきめ細かいマネジメントを行う

ことが難しくなってきた。

　また、現在、コンプライアンスから、ワー

クライフバランスまで、現場のリーダーに期

待されることが多くなっている。多くがプレ

イング・マネジャー化し、マネジメントと成

果を同時に期待されるなかで追加的な仕事が

多くなってきているのである。

　さらに、少し前までは、現場リーダーは、

機能するリーダーの背中をみて育ってきたた

め、良いリーダーはどう行動するのかについ

てのある程度のイメージをつくりこむことが

できた。それに対して、現在多くの現場リー

ダーは、これまでのリーダー像が否定された

り、先輩の背中を見る機会に恵まれなかった

りしたことなどがあり、どうふるまうべきか

について明確なイメージをもっていない可能

性がある。現場のリーダーシップが重視され

るなかで、逆に現場のリーダーは育成されて

いないのである。

　こうした状況のなかで、企業としてまず行

うべきなのは、弱体化している現場リーダー

に対して支援を行うことだろう。人材のマネ

ジメントに関連した支援である。支援の方法

としては、やや愚直だが、ミドルが役割発揮

を行うために必要なスキルを習得するための

研修や育成を行うことである。研修や育成

は、最終的な解決策ではないが、その第一歩

ではある。選抜型の経営リーダー育成への注

目に比較して、現場リーダーが仕事をするた

めの知識獲得の機会は以前に比べて縮小して

いる。これまで現場でのOJTに頼ってきた

ミドルの基本動作習得を、意図的な育成計画

として再構成し、施策として実施していくの

である。

　また、企業として、現場のリーダーにやた

らと多くを期待するのではなく、現場リー

ダーに任せる部分と、任せない部分を明確に

することも重要である。さらに、現場リーダー

と一緒に、彼ら・彼女と、人材マネジメント

を効果的に行うための方法を考えることも重

要だ。いずれにしても、基本に帰って、現場

管理を、現場リーダーとの協働作業にする必

要がある。

3）成果主義と人材育成の統合

　そして次が、人材育成の復活である。私は、

そのためには、成果主義のなかに、人材育成

機能を復活させていくことが、最も重要だと

考えている。

　人材マネジメントのプロセスを極めて単純

化してみると、図表5に示されたような流れ

になる。①人材の能力を高め、②能力の高まっ

た人材に仕事を割り振り、③仕事の成果を評

図表5　人材マネジメントの基本サイクル

前工程二必要な改革

チャンス
（配置）

　能力　　　　　　　　　　　　　成果
（人材育成）　　　　　　　　　　　　（評価）

フィードバック

雛；これまでの成果主

　　　　　　園
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価し、④さらに評価結果を賃金やポストなど

処遇と結びつける。この4つのステップを

繰り返すことが、人材マネジメントの基本動

作なのである。

　だが、既に述べたように、これまでの成果

主義的な改革は「後工程」、つまり成果の評

価とそれを処遇に結びつける仕組みの変化で

あった。評価基準における成果のウェイトを

高め、成果評価の結果を賃金や賞与などの処

遇と結びつける仕組みの導入や改革が、通常

成果主義と呼ばれてきた内容である。

　だが、人材マネジメントには「前工程」が

ある。人材が成果を出すまでのプロセスであ

る。人事改革は、本来なら前工程まで含めて

の変化であるべきなのにもかかわらず、今回

多くの企業で導入された「成果主義」は、評

価賃金制度の変化にとまどってきた。企業の

中に真の意味での人材マネジメントを組み込

むことが必要なのである。

　こうした傾向を修正するためには、単純

に、職能資格制度などの、能力を重視した評

価の仕組みにもどるのではなく、ポテンシャ

ル（潜在能力）の高い人材に能力育成を行い、

チャンスを与え、その長期的な視点から評価

していくことで、働く人に新しい形の成長へ

のインセンティブが提供されるように仕組み

を再構築することである。本来の意味での人

材マネジメントの復活と言ってもよいし、成

果主義を本来の姿に戻すと考えてもよい。

4）職場寒冷化に歯止めを

　そして最後が、企業の底力とでもいうべき

職場機能の再生である。職場再生へ向けての

投資といってもよい。

　職場というのは、日本企業のきわめて重要

な財産である。あいにく職場についての丁寧

な研究があまりないので、推測の域を出ない

が、私は基本的には、企業のなかでの職場は、

基本的に協働の場、育成の場、（メンバーの）

所属の場、そして同質化の場だと思っている。

まず、第1は協働の場である。この場合、

協働の目的は企業によって与えられる目標の

達成である。職場というのは、企業内でなん

らかの目標やミッションを与えられており、

その目標の達成がもっとも重要な機能であ

る。そして、それを個人プレーではなく、メ

ンバーの協働によって行うのが職場である。

　第2が、人材の育成である。若手の成長

をモニターしながら、同時にチャレンジのあ

る仕事を割り振る。さらにそのなかで上司や

リーダーが、側で見張っているでもなく、と

いって放任するのでもなく、進捗管理を行

う。職場はこうした丁寧な人材育成を可能に

してきた貴重な場であった。日本企業でOJT

の活用により人材育成が進んだのは、職場が

しっかりしていたからである。

　第3が、働く人が所属するコミュニティ

としての職場である。職場での人間関係や

ネットワークに入り、受け入れられることで、

私たちは、所属感と安心感をもつ。最近こう

した心理的所属の対象としての職場の位置づ

けが変わってきているとはいえ、職場での活

動や繋がりを通じて、その場に対する愛着心

が湧いてくることも多い。

　そして、第4が、同質化の機能である。

経営学の言葉を使えば、「社会化」の場だと

言ってもよい。社会化は、育成とは少し違

う、価値観や考え方の共有を中心として職場

の機能である。そうした価値観や考え方の基

礎を共有することで、人材は、その企業のメ
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ンバーになっていく。これまで多くの企業で、

会社の理念や価値観が最終的に腋に落ちるの

は、人事部の配るパンフレットなどではなく、

職場での一言、二言を通じてである場合が多

かった。

　だが、先にものべたように、こうした機能

が低下している。職場の働きが日本企業の強

みを作ってきたことは、既に強調したとおり

である。強い管理の対象とすることは現場の

活力を殺してしまうが、職場のメカニズムと

そこで何が起こっているかは、経営としてき

ちんと把握しておく必要がある。職場のもつ

機能と、その機能が維持されるダイナミクス

をきちんと理解し、その強みを大切にしてい

くことが、日本企業の長期的な競争力にとっ

て重要なのである。

　今、日本の働く人の納得感や働きがい、ミ

ドルを中心とした現場リーダー、機能する人

材育成や職場などの、日本の企業が競争力の

原点としてきた多くの側面が劣化している。

もちろん、ここまでやってきたことは、企業

の立て直しや再生という意味では、重要なア

クションだった。

　だが、そうしたアクションの結果、今のま

までは企業が長期的に競争力を維持すること

が難しくなってきている可能性があるのであ

る。人視点から人材マネジメントを考え、現

場のリーダーを支援し、さらに、成長へのイ

ンセンティブを成果主義の中に取り入れ、機

能する職場を取り戻すことが求められてい

る。こうしたことが、労使双方にとって重要

な時代になってきているのである。
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若者の育成と支援

　特定非営利法人活動

　「育て上げ」ネット

理事長　工　藤　　啓

職場定着の重要性

　NPOや民間組織を含む企業（以下、企業）

が長期的展望に立った人材育成／キャリア形

成に取り組むのは、企業の永続的活動と発展

を遂げるために不可欠なものである。誰もが

わかっていながらも、若者の育成に投資コス

トを割き切れないのは、若手人材の職場定着

率に対する不安と無関係ではないだろう。新

卒社員が3年以内に離職してしまう割合が、

中卒で7割、高卒で5割、大卒で3割とい

う「七・五・三現象」と呼ばれる統計データ

はさまざまな場所で触れられているが、5年

や10年という長期スパンで育成を考えるこ

とが難しいとなれば、企業が年代を問わず、

即戦力を求めるのも致し方ない。しかしなが

ら、一企業の枠を越え、日本社会の未来とい

う観点から考えてみると、不安定就労や育成

機会を得られない世代が、知識や経験など職

業スキルを形成できないことの社会的損失

は、結果、日本社会の未来に多大なリスクを

残すこととなる。資源に乏しい日本が取り組

むべきは、企業が培った知恵や技術を若者に

継承し、次の日本を担う人材を育成すること

である。それを可能にするためには若手人材

が定着し、働き続けるに足る環境整備が求め

られる。

　私は、2004年に設立したNPO法人「育て

上げ」ネットの活動を通じて若年無業者への

就労支援を行っている。プログラムには常時

50名ほどが在籍し、半年から2年ほどで参

加者の90％が労働市場に移行している。在籍

する若者は、数年間自宅に閉じこもっていた

り、対人コミュニケーションに不安を抱えて

いたりすることが多く、まったく働いた経験

のないものから、一部上場企業に勤めていた

ものまで多様である。年齢も10代から30代

後半まで幅広く、抱えている課題や困難も一

口には説明することができないほど複雑多岐

にわたっている。履歴書だけを見れば採用に

躊躇するかもしれない。しかし、支援プログ

ラムを通じて仕事に就いた若者の大半が長期

定着し、順調に企業内でキャリアを積み重ね

ている。
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　企業が若手人材に積極的な育成コストをか

けていくために必要なのは、安易／不本意に

離職することのない目途が立つことである。

ここでは職場経験を持たない／離職により無

業状態に至った若者が就職し、長期継続して

働き続けられるに至った事例をもとに、若手

人材が職場に定着するために企業はどのよう

な環境を整えなければならないのかを検証す

る。

事例①上司に対する畏敬の想い／男性C・

　　　30歳

　地方の高校を卒業し、専門学校に進学した

Cは新しいステージの入り口でつまずく。最

初の数日を風邪で欠席。回復して登校するも、

学生同士のつながりは固定化。学内に自分の

居場所を喪失する。在籍数ヶ月で中退。以後、

ほとんど自宅から外出することのない生活が

7年ほど続く。

　20代も後半となり、「このままではダメだ」

と一念発起をしてハローワークに行くも挫

折。長期空白期間のある履歴書を持って面接

に臨む勇気が出なかった。Cは「不採用の言

葉を突き付けられるプレッシャーに耐えられ

ず、面接を受けることなく逃げ出しました」

と述懐する。

　Cは常に周囲の言動を気にしていた。空気

は読めているだろうか。孤立しないだろう

か。自らが口にする言葉が他人に煙たがられ

ていないかどうかをいつも懸念していた。周

囲の人間関係に敏感なCの性格を“人間観察

のセンス”と“他者への配慮”ができる人材

としてさまざまな企業に足を運んだ。実際に

インターンシップ採用の枠組みができるまで

1年近く交渉を続けたところ、上場を目指す

都内の人材系企業からインターンシップの機

会を得た。

　自分なんかに務まるはずはないと後ずさり

していたCも腹をくくった。決め手となっ

たのは上司となる人物の「失敗しなさい、責

任は全部私が取るから」という言葉だった。

職場経験のないCは失敗に失敗を重ねた。

しかし、同僚のみならず、社長までも暖かく

Cに声をかけてくれた。上司がrCは失敗さ

せているところだから、温かく見守ってくれ。

必ずモノになる奴だ」と密かに周囲の環境を

整えていた。あれから4年、Cは地方出張を

こなしながら、複数のプロジェクトを担当し

ている。Cは「上司があっての私です。この

上司がいたからこそ一番苦しい時期に逃げ出

さずに済みました」と過去から現在を述懐し

て話す。

　若者の職場定着への支援に、責任を肩

代わりする上司の存在と失敗を受容する

職場環境の整備が挙げられる。心身の安

全・安心を担保することは、自分に自信

が持てない人間にチャレンジを促す。一

方、失敗こそが若者を成長させることへ

の認識不足、育成名目での業務投げ渡し

など、受容的環境が担保されない職場に

若者が定着することはない。先輩職員一

人ひとりが若者の成長に対する意識を共

有し、粘り強く育成に汗をかく企業文化

が求められる。

事例②　経験を適所に／女性B・28歳

　共働きの両親のもと、祖父母と多くの時間

を過ごしたBは積極的に炊事や家事をこな

す女性だった。祖母は早い段階で他界し、B

が19歳のとき祖父が要介護となった。経済
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的に苦しい家庭であったため、老人ホームへ

の入居が難しい祖父の介護を一手に引き受け

たのがBだった。大学への進学を希望して

いたが、寝たきりの祖父をひとりにはしてお

けないと断念。祖父が亡くなるまでの10年

ほどを介護に費やした。

　最初の職場は社員10名程度の製造業で経

理事務を担当した。自宅にPCがなく、IT社

会の進展とは無縁であったBはキーボード

を使った入力業務すら初めてである。採用面

接では、人事担当者から「PCは慣れ。徐々

に覚えてくれればいい。アットホームな職場

だから安心して」と伝えられ安堵していたが、

いざ職場に入ると話は違った。

　これまで事務を担当していた社員が引き継

ぎもなく退職。業務の流れややり方を指導し

てくれる人間はいなかった。自分なりにやっ

てみたが、「ウチはそんなやり方はしていな

かった」と注意を受ける。戸惑っているB

に声をかける社員もいない。入社一ケ月、精

神的なストレスから体調を崩し、退職。採用

担当者がBにかけた言葉は、「いまどきの若

者でパソコン使えないひとがいるとは驚い

た。そんなではどこにいっても通じない」だっ

た。

　初めてBと会ったとき、彼女はうつむい

たままほとんど言葉を発しなかった。企業が

採用する価値は自分にない。何から始めてい

いのかわからない。就職活動をしたいが、前

の職場の経験が身動きを取れなくしているよ

うだった。しかし、Bには大きな人生経験が

あった。「介護」と「料理」である。祖父母

への献身的な介護により、相手の目線に立つ

というサービス業に必須の見識を培った。疲

れて帰宅する両親、食事制限のある祖父への

調理は、相手の立場を考えて行動する利他的

な人間性を育んだ。

　私たちは、職業経歴ではなく、人生経験を

大切にして伴走した。高齢者への配膳・配食

サービス企業の人事担当者は、当初採用に消

極的であった。しかし、同社の事業内容にB

が経験してきたことが活かせますと粘り強く

交渉し、アルバイト採用が決まった。現在、

Bは人生というキャリアで培った経験を存分

に生かして働いている。就職から3年が経ち、

Bは調理業務をこなす一方、一度は「通じな

い」と無下に言い渡された経理業務もこなす。

PCスキルについて質問すると、「悔しいので

勉強しました。職場が研修の機会をくれまし

たので。いまは周囲に教えることもあるんで

す」と嬉しそうに言う。

　職業経験が乏しい若者に対し、それぞれの

組織に根ずく業務方法を指導し、スキル形成

の機会提供を担保すべきである。どの業務領

域に対してどういった能力が不足しているの

かすら判断つかない状況で放置されるようで

あれば、不本意でも若者は職場を離れるだろ

う。担当する業務領域を明確にし、現状で不

足している力が経験によって補われるものな

のか、自己努力で身につけるべきものなのか

を曖昧にせず、きっちりと伝える必要がある。

多くの若者が備える成長意欲は、明確な伝達

によって行動につながっていく。

　自分に不足する力の醸成を自己責任に

帰するのであっても、力不足がどの領域

なのかすらわからない状況で放置するよ

うなら若者は職場を離れるだろう。どの

分野でスキル形成すればいいのか。職場

が求める領域を明確にし、働きながら身
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につけられるものと、自己努力で補うべ

きものを曖昧にせずにしっかりと伝える

必要がある。成長意欲を行動に結びつけ

るのもまた企業ができる若者への支援で

ある。

　Bのケースでは、彼女が企業に提供で

きる経験・能力的な価値を把握し、職場

での役割を明確にした。それにより前に

離職した企業のような戸惑いはなく、安

定して働き続けることができた。もとも

と成長意欲が高いことも手伝って、積極

的に研修機会を活用した結果が今につな

がっている。

事例③専門特性に特化させる／男性F・27歳

　高校時代からプログラミングにはまったF

は、第一希望の情報工学系の学部に進学を果

たす。独学で進めていたプログラミングに関

する基礎理論や、創造性を求められる講義な

ど、大学での研究生活は充実していた。た

だ、Fにとって残念だったのは、学生同士が

切磋琢磨する研究風土が所属大学にはなかっ

たことであった。誰が誰と付き合った。誰は

誰のことが好きでないらしい。そんな研究と

はかけ離れた、（Fにとっては）どうでもい

いことに時間を使う友人関係に煩わしさを感

じ、学校を辞めた。Fは企業に就職すること

でもっと研究開発に専念しようと試みた。

　しかし、企業がFに門戸を開くことはなかっ

た。面接の場では常に「なぜ大学を中退した

のか」を問われ、正直に答えても、そうでな

くても不採用。得意なプログラミングスキル

に関心を寄せる採用担当者とは出会えなかっ

た。Fは「企業が採用する際にここまで中退

者に冷たいとは思いませんでした」と言う。

　面接と不採用の繰り返し。Fは次第に自信

を失い、他者とのコミュニケーションに恐怖

すら覚えるようになった。生活は昼夜逆転と

なり、外出するのはコンビニ程度。一日自室

から出ることなく、PCの前でプログラミン

グ技術に磨きをかける日も少なくなかった。

　母親に連れられて来たFは終始うつむき

加減。こちらの質問にぼそぼそと答える。支

援プログラムでも、積極的に周囲とコミュニ

ケーションを取るというよりは、黙々と仕事

をこなすタイプだったが、ひとが嫌がるよう

な仕事を厭わなかった。Fは工場ラインの仕

事を希望した。目の前の作業を一つひとつ確

実にこなす仕事が向いていると考えていた。

　そんな最中、都内のITベンチャー企業よ

り製品の品質チェックを担当するスタッフを

募集しているとの話をひとつてに聞いた。IT

ソフトウェアは品質が重要で、システムが

しっかりと機能することを事前にチェックす

るには相当の人的作業が発生する。しかも、

比較的単調な業務なのでスタッフが続かない

という。私は早速アポイントを取り、支援プ

ログラムを通じて確認できたFの特徴を伝え

た。大学を中退し、NPOの支援を受けてい

るFに対し、担当者の懸念は拭えきれていな

いように見えたが、インターンシップという

形で何とか機会をいただけることになった。

　二週間後、担当社員さんから「残念なが

らFの採用は見送りたい」と連絡が来る。

せっかくの機会なので、残りの二週間は品質

チェックの業務ではなく、システム設計／開

発のお手伝いをさせていただくことになっ

た。ずっとプログラミングを勉強してきたの

でよい経験になるのではと考えたからだ。

　数日後、社長から直々に連絡をいただく。
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Fが何かご迷惑をかけてしまったかと心配を

して伺ったところ、「プログラミング技術も

素晴らしいが、論理性などシステム設計のた

めのセンスがずば抜けている。明日からでも

彼を正社員で迎えたい」とのことだった。突

然の話に驚きつつ、rFは人間関係が苦手で

チームで仕事をすることに不安を持っていま

す」と伝えた。社長は笑いながら「ウチは業

務そのものに給与という価値を付けている職

務給なので問題ない」とのことだった。アメ

リカのシリコンバレーで活躍した社長だけあ

り、職務に価値を付けるところは徹底されて

いた。

　Fが勤め始めてから4年以上が経過。仕事

も順調で、職人気質の同僚に囲まれ毎日が充

実していると言う。相変わらずぼそぼそと話

すところは変わらないが、40名ほどの社員

のなかでも上から数えたほうが早いくらい挨

拶の声が大きいほうだと笑う。

　新人や若手の業務として仕事を割り振

る方法もあるが、専門性や特質性を考慮

して専門領域に専念をさせる業務の切り

出しかたもあることがわかった。特に、

Fのケースのように、ひとつのことに集

中することで高い生産性を生み出すタイ

プにはうってつけである。専門業務以外

にも企業人として経験すべきことも多々

あるが、忍耐や我慢が先に来る職場に若

者は定着しない。

るといった物言いによってその真意が若者に

伝わることはない。夢中になれる仕事、安心

できる職場環境があればこその継続・定着で

あり、重要なのは若手社員が企業活動の申核

を担うまで社内に所属していることである。

　労働市場の流動性が高まり、戦略的にせよ、

安易な形にせよ、転職のハードルは非常に低

くなっている。次代を担う人材育成に企業が

成すべきことは、育成の前提となる定着支援

のための環境整備に他ならない。

【筆者紹介】
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経　済　政 策

一
処方にあたりまず現状に

関する共通認識が必要
　　名古屋大学
　　経済学研究科

教授荒　山　裕　行

　2010年の5月に開催された日本経済政策

学会の共通論題「グローバル時代における国

際協調を考える」で報告の機会を与えられた

のがきっかけになり、有効な経済政策とは何

であるのか、より端的に言えば、なぜ有効な

経済政策が策定されにくいのかを考えること

が増えた。今回の「展望」では、あまり理論

的にならないように気を付けながら、経済政

策とそれを支える「経済理論」との関係につ

いて、私なりの見方をお伝えし、読者の方に

も考えていただきたいと思っている。なぜな

ら、今日本が必要としているのは、国民が信

頼できる有効な経済政策の出現だからである。

　ポール・クルーグマンが、1994年に

Peddling　Prosperity（日本語翻訳版　「経済

政策を売り歩く人々」）という本を書いてお

り、面白い題名を付けたものだと思ったこと

があった。1999年には、伊東光晴が「『経済

政策』はこれでよいか」を岩波から出してお

り、「世紀末」には、世間の興味が経済政策

のあり方、効果に向かっていたことも記憶に

新しい。

　ご存知の方もあると思うが、クルーグマン

教授は、経済関連の書き物を、理論的でギリ

シャ文字を含む数式を多用する「ギリシャ文

字式」、日々の経済指標の上下に焦点を合わ

せる「ジェットコースター式」および人の不

安につけ込む読み物「空港式」に三分類でき

るとする。そして、エコノミストを、「大学

教授」と「政策プロモーター」の二種類に区

別した。政策プロモーターについては、その

特徴を、「彼らがどこから来たからではなく、

どういう言葉で話し、誰が彼らの言葉に耳を

傾けるかにある」と述べている。言うまでも

なく、政策プロモーターはテレビに出演して

いるエコノミストに代表される人々のことで

ある。

1．経済政策談義

　では、大学教授の方はどのような形で経済

政策の策定にかかわっているのだろうか。こ

のことを考えるにあたり、私の関心をおお

いに惹きつけたのは、ロナルド・コースが

Essays　on　Economics　and　Economistsに書い

た文章であった。「完全競争を仮定する標準

的な経済モデルにおいては取引費用が存在し

一 26一



ない。よって、当初どのように権利が設定さ

れていようとも政府が何も介入することなく

最適が達成されることになる。・・…　よって

スティグラーが『コースの定理』と呼んだと

ころのものにより、ピグーの言う解決法は必

要ではない」と、なにやら難しいことが書か

れている。要は、経済学の教科書に書かれて

いるように完全競争が成り立っている経済を

考えるなら、環境改善のためには環境経済学

の教科書に書かれているピグー税（環境税）

をかけるといった政府による介入などまった

く必要がない、と述べているのである。

　コース教授は1992年にノーベル賞を受賞

している程の学者であるから、いい加減なこ

とを言っているはずがない。とすると、大き

く異なる経済理論がそこに存在し、その異

なった主張に基づく経済政策にも異なった二

つのものが存在することになる。

　ピグー教授とコース教授、どちらの主張に

耳を傾け、どちらの理論に基づいた経済政策

を実施に移せば良いのだろうか。環境税を課

すべきかそれとも当事者に任せておくべきか。

　この問いに答えるためには、難解とされる

「コースの定理」やピグー税に関する知識が

必要になる。一般的には理論の違いが政策の

違いにつながると考えられがちであるが、も

う少し身近な話題に対する研究者の興味ある

対応を参考に、必ずしもそうとばかりは限ら

ないことを知っていただこう。理論の違い

云々以前に、もっと大きな問題、現状の経済

に関する認識の違いという大問題が存在して

いる可能性が高い。

2．機会費用の把握

今夕、エリック・クラプトンのコンサート

がありその無料招待券を持っているとする。

ただし、この招待券は他の者に譲渡すること

はできない。今夕同じくボブ・ディランのコ

ンサートがあり、そのチケットは40ドルで

あるが、たとえ50ドルまで出してもそのコ

ンサートに行ってもよいとも考えている。

　The　Economic　Naturalist（日本語訳「日常

の疑問を経済学で考える」）でエール大学の

ロバート・フランクはこのような状況を想定

させ、機会費用が、「あるモノを手に入れる

ためにあきらめなければならなくなるモノの

価値」であることを説明し、「クラプトンの

コンサートに行く場合の機会費用がいくらに

なるかを問う問題を作成した。選択肢は、ゼ

ロドル、10ドル、40ドル、50ドルの四つで

ある。フランク教授によると正解は10ドル

だという。

　フランク教授自身が大学の講義でこの問題

を出してみたところ、7．4％の学生しか正解

できなかった。フランク教授は、鉛筆を転が

しても25％の正答率が得られるはずだ、と

驚きを述べている。

　他の研究者らによって、この問題が2005

年のアメリカ経済学会に持ち出され、199人

からの回答が得られたが、なんとその回答は、

0ドルと答えた者25．1％、10ドルと答えた

者21．6％、40ドルと答えた者25．6％、50ド

ルと答えた者27．7％と大きく割れてしまっ

たのである。

　機会費用は、いうまでもなく、経済学にお

ける基礎中の基礎概念である。それゆえにこ

そ、エコノミストの答えがこの有様ではいか

にもおかしい。よしんば、この事態をそのま

ま受け止めるとしたら、次の三つの疑問への

答えが即座に必要になる。基本的な問題に答
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えることができないエコノミストに、経済政

策の立案を任せておけるのだろうか。そもそ

もこのようなエコノミストの立案による経済

政策がうまく機能するのだろうか。なぜこの

ようなことが生じるのか原因を突きとめなく

てもよいのだろうか。

　フランク教授によると正解は10ドルで

あったが、なぜそうなのかを改めて考えてみ

よう。

　すでにクラプトンのチケット（譲渡不可能

な無料招待券）を持っているとして、ディラ

ンのコンサートに行くことを同時に考え迷っ

ているとする。その上で、そのチケット価格

の40ドルに対して、自分としては最大限い

くら支払う意思があるのかについて3つの

ケースに分類してみる。言うまでもないこと

だが、ディランのコンサートに50ドルまで

出してよいとは思っていても、クラプトンの

コンサートの方に行きたい場合は、すでに無

料招待券を持っているのだから、なにも犠牲

にする必要はなく、クラプトンのコンサート

に行くだろう。その機会費用は、ゼロドルと

なる。

〈ケース1＞

　ディランのコンサートに対し支払っても良

いと考えている価格が30ドルであれば、40

ドルの値段の付いているチケットに対して最

大でも30ドルしか支払う意思がないのだか

ら、ディランは選択されない。よって、クラ

プトンのコンサートに行くことになり、チ

ケットが無料であることから、なにも犠牲に

ならず、その機会費用はゼロドルとなる。

〈ケース2＞

　最大40ドルまで支払っても良いと考えて

いる場合はどうであろうか。すでにクラプト

ンのチケット（ゼロドル）を持っており、ディ

ランのコンサートに対し支払う最大額がその

チケット価格と同じであることから、クラプ

トンかディランにするか迷っている場合なら

この二つのチョイスは「無差別」となってい

る。（無差別となる価格がちょうど40ドルで

ありそれゆえに選択にあたって迷っていると

も考えられる）。この場合、クラプトンのコ

ンサートを選択する場合、その機会費用はゼ

ロドルとなる。また、ディランのコンサート

を選択することの機会費用は、当然のことな

がら40ドルである。

〈ケース3＞

　問題のとおりディランのコンサートに50

ドルまで払う気持ちがある場合はどうであろ

う。すでにクラプトンのチケット（ゼロドル）

を持っており、その上で、最大50ドルまで

出してでもディランのコンサートに行っても

良いと考えているのだから、ディランのコン

サートに行くことを選択すれば40ドルのチ

ケットを買いディランのコンサートに行く。

この場合、ディランのコンサートを選択する

ことの機会費用は、クラプトンのコンサート

を選択しなかったこととは直接関係せず、40

ドルとなる。一方、ディランのコンサートの

チケットを買わなければクラプトンのコン

サートに行け、同時に40ドル相当分の何か

他の買いたいものが買えることになる。

　では問題の「クラプトンのコンサートを選

択した場合」の機会費用はいくらになるので

あろうか。自発的選択があくまでディランで

ありクラプトンでない、としたら、クラプト

ンのコンサートに行くのは、それが選択さ
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れるのではなく、強制される場合に限られ

る。ディランのコンサートを選んだ場合、50

ドル支払っていいと考えているのにチケット

は40ドルだから、10ドル分の消費者余剰を

手にすることができていたことになるが、ク

ラプトンのコンサートに無理矢理行かされた

となると、この10ドルを意に反して失うこ

とになる。このことで、フランク教授の考え

るように、逸失利益としての機会費用は「10

ドル」と結論できるのだろうか。この考え方

には依然問題が残されている。もし、ディラ

ンのコンサートに50ドルではなく5000ドル

払っても良いと考えている場合、クラプトン

のコンサートに行かされる場合の機会費用は

4960ドルになるのだろうか。

　私自身は、この問題の答えとしては、ゼロ

ドルがもっともあり得るかと考えている。そ

もそもクラプトンのコンサートのチケットが

ゼロドルであるからだ。クラプトンのコン

サートに出かけることにすればなにも犠牲に

ならない。よって機会費用はゼロドルとなる

からである。

3．何が政策の違いをもたらすのか

　上記の例は、経済政策の立案にあたり、そ

れが必要となる状況やその根拠となる経済理

論を考える上で我々が抱える「経済学」の盲

点を示唆している。いちばんやっかいと思わ

れるのは、この例に則して言うと、ディラン

のコンサートに50ドルまで出してよいと考

えていること、つまり、実際には50ドルを

出したわけではないが、ただそう考えている

という部分をどう扱うかであろう。実際にプ

レミアムの10ドルを払い50ドルでその入場

券を入手したのだとすれば、機会費用は50

ドルとなってしまう。加えて「無料」をどう

扱うかについても、問題の想定を特定化する

にあたり困難な要素として立ちはだかってい

る。

　なぜ異なった解答が出てくるのだろうか。

その理由は必ずしも想定した理論やその背後

にある仮定などが異なるからではなく、経済

モデルを当てはめるにあたり想定した「現実」

に対する回答者たちの認識が異なっているか

らではなかろうか。この例で言えば、「機会

費用の理論的考え方」そのものが異なるので

はなく、無料招待券を持っていることや、50

ドルまで出しても良いと考えていることに関

する扱いがそれにあたる。さらには、選択の

範囲がクラプトンとディランのコンサートだ

けなのか、それ以外にも存在するのかなどで

ある。だとすれば、これらの諸点をどう扱う

のか、他の者との認識のズレがどこにあるの

かを早急につめ、もっともありうる事態がど

のような状況であるかを知ることが、有効な

経済政策を立案するための大前提となるので

はないか。

　ここでのポイントは、機会費用算出の根拠

となりうるのは、実際にそれに対して支出さ

れたか、いずれ支出する金額そのものだとい

う点である。さらに、見かけ上、クラプトン

とディランのコンサート間の選択という形を

とっているかに思えても、一般的に人がその

場面で迷うにしても、なにもその二者のみで

予算の制約を受けているわけではないことを

認識することも極めて重要である。無理にク

ラプトンとディランのコンサートの選択の問

題に閉じこめようとすると、かえって、現実

の消費者行動とは異なった奇妙な状況が作り

出されてしまう。現実には、合理的な消費者
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は限られた消費可能性の中から欲しいものを

欲しいだけ手に入れるという実に上手な選択

を行う。その姿をとらえ認識することこそが

政策の立案・設計に重要なのである。

4．結論

　フランク教授が自分の作り出した問題に正

しい答えを与えることに成功したのかどうか

は定かではない。しかし、その問題が、経済

理論とそれに基づく経済政策との関係を理解

するにあたりたいへん興味ある示唆をもたら

してくれたことには疑いの余地はなかろう。

　誰でもが普通に経験するであろう夕方の一

場面の解釈を巡り、経済学者の意見がこれだ

け割れている。適切な経済政策という正しい

処方箋を書くには、それぞれが信じるところ

の理論の違い云々の前に、我々の置かれた真

の経済状況を正しく把握することこそが、エ

コノミストにとってより重要な仕事であるの

かもしれない。

【筆者紹介】

荒山　裕行（あらやま・ゆうこう）

　シカゴ大学経済学博士。名古屋大学経済学研究科

講師、助教授を経て、現在、名古屋大学経済学研究

科教授。平成22年度より日本経済政策学会長を務める。

　「生産関数」と「生産要素」の二つの概念を通じて

密接に関連する以下の研究を進めている。

　1　家計内生産関数、および家計内における時間

　　　配分

　H　技術進歩および技術移転と経済成長・所得分配

　皿　企業行動と環境

　IV　経済のグローバル化と生産要素市場（産業構

　　　造と職業選択）

〔筆者は中部産政研研究員〕
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事業仕分けと

概算要求をみて

思ったこと
大阪大学社会経済研究所

教授　大　竹　文　雄

1．歳出削減の仕組み

　平成23年度予算の概算要求が8月31日に

各省庁から政府に提出された。概算要求と

は、来年度の政府の歳出についての予算案を

各省庁から要求額を出してもらい、財務省と

の折衝を通じて最終的な政府予算案が作られ

るという手続きの第一歩である。今年の概算

要求が注目される理由には、いくつかある。

第一に、民主党政権になって初めて、予算へ

の概算要求段階から取り組んで作られたもの

だということである。第二に、社会保障に関

わる歳出の自然増を見込んだ上で歳出総額約

71兆円を維持するという6月22日に閣議決

定された「財政運営戦略」に基づき、政策的

歳出の10％削減を達成するという難題への

対処法である。後者については、7月27日

に、10％を超えて概算要求を削減した省庁は、

10％を超えた額の3倍を新成長戦略、グリー

ン・イノベーション、人材育成などの政府の

指定する重点領域にそったものを「元気な日

本復活特別枠」で予算を「要望」することを

可能にした（「平成23年度予算の概算要求組

み換え基準について」）。特別枠の項目につい

ては、コンテストを行って政治主導で決定す

る一方で、要求枠については従来どおり財務

省が査定するという仕組みにした。この仕組

みは、2009年に民主党が政権をとった際に

歳出削減策として行った事業仕分けという手

法が思うほど成果を上げられなかったという

反省のもとで工夫されたものだ。2009年に

行われた事業仕分けの問題点を振り返った後

で、2010年の概算要求の問題点を議論して

みたい。

2、事業仕分けがもたらす

　　インセンティブの歪み

　2009年の事業仕分けは、政治的には成功

だったかもしれないが、歳出削減という意味

ではあまり効果がなかったのが実態だ。まず、

政治的に成功した側面を中心に2009年の事

業仕分けを振り返ってみよう。

　2009年11月11日から27日まで、民主党

の歳出削減政策の目玉である「事業仕分け」

が行われた。対象とされたのは、国の449事

業であった。私は経済学者としての関心だけ
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ではなく、仕分け対象とされていた「グロー

バルCOE」という大規模競争的研究費の研

究代表者といういわば利害関係者でもあった

ので、仕分けの様子をインターネットの中継

でみた。

　事業仕分けそれ自体は、よくできたテレビ

番組のように面白かったのは事実だ。最初に

当該事業の責任者である「悪役」の官僚が事

業の状況や必要性を説明する。つぎに、正義

の味方である財務省の担当者や仕分け人が当

該事業について批判をした上で、多数決で事

業の廃止、縮減、存続といった判決が即座に

言い渡されていく。今まで、大きな利権のた

めに、誰もが無駄だと思っていても、なかな

か削減できなかった事業があぶり出されると

いう効果もあるのは間違いない。しかしなが

ら、テレビ番組のようによくできたショーを

見ていて、心配になったこともあった。

　第一に、数多い国の事業のなかから対象事

業がどうやって絞り込まれたかが不透明なこ

とである。第二に、個別事業だけを取り出し

て判断することは、その背後にあるより包括

的な事業の効率性を歪める可能性があること

だ。

　それを感じたのは、私が当事者である大学

関係の対象事業をみたからだ。以下にあげた

ものが大学関係で2009年の事業仕分けの対

象にされていた。

▽国立大学法人運営費交付金

▽大学教育・学生支援推進事業

▽グローバルCOEプログラム

▽グローバル30

▽組織的な大学院教育改革推進プログラム

▽戦略的大学支援プログラム

▽大学等奨学金

▽科学技術振興調整費（革新的技術推進費、

　先端融合領域イノベーション創出拠点の形

　成）

▽同（若手研究者養成システム改革）

▽科学研究費補助金（若手研究S～B、特別

　研究員奨励費）

▽特別研究員事業

▽女性研究者支援（科学技術振興調整費「女

　性研究者支援システム改革」）

▽世界トップレベル研究拠点プログラム

　ここに挙げられているものは全て、期限付

きの競争的資金か独立行政法人への運営費交

付金である。つまり、本来の事業が必要かど

うか、という判断で対象が集められたという

よりも、「来年から募集をやめます」、とか「来

年から運営費交付金をx％カットします」と

言えば、それで実行が可能なものが集められ

ているように思えるのである。

　期限付きの競争的資金が増えてきたのは、

組織に自動的にお金を配分するよりも、研究

を活性化したり、若手研究者の自立性を高め

たりすることが目的である。私学助成の在り

方も含めて、大学での教育・研究の仕組みの

変更だったはずである。本来、そうした制度

変更の効果があったのか否かをきちんと評価

して、その制度変更の効果を検討すべきもの

だ。新しい制度を始めるのはいいけれど、そ

れを評価する仕組みができていないため、削

減しやすい個別事業を取り上げて、効果がな

いと判断していくことにならないかについて

不安に思った。

　成果主義型賃金の導入をした企業では、当

初の目論見とは逆に労働者の労働意欲を引き

下げて、生産性が低下してしまった企業も

あったという。成果主義賃金導入で失敗した
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企業は、本当は賃金カットをしたかっただけ

なのに、まともな評価もしないで成果が足

りないといって賃金をカットしたところが

多かったのではないだろうか。2008年から

2009年にかけて、非正規雇用が雇用調整の

対象になったり若年雇用が悪化したのは、既

存正社員の働きぶりをきちんと評価していな

かったり、働きぶりに応じた賃金や雇用調整

ができていなかったことが原因で、それが非

正規雇用にしわ寄せされたのではないだろう

か。

　もし、有効でない事業ではなく「止めやす

い事業」がストップされやすいということで

あれば、役所のインセンティブは、つぎのよ

うになるはずだ。今後の新規の事業はできる

だけ、いつ止められても問題ないものばかり

にする。本当は無駄だけれども止めるのが面

倒な既存の事業に比べて、もっと意味のない

ものを常に新規事業として用意する。そうす

ることが事業仕分けに対処する上では有効

だ。

　これは日本で非正規雇用が増えてきたこと

とそっくりではないだろうか。将来の雇用

カットに備えていつでも雇い止めができる非

正規労働者の雇用を増やし、将来の会社の成

長を担うべき正社員労働者の雇用を減らす。

その結果、日本で非正規が増えすぎて、日本

企業の力が弱くなってしまった。これと同じ

ようなことが、国にも起こってしまう可能性

がある。事業仕分けをうまく機能させるため

には、事業の中身をきちんと評価して、本当

に無駄なものをなくしていくことが必要だ。

もっとも、民間企業では、必要か不要かは利

潤が上がるかどうか、という明確な基準があ

るが、政府の場合はそのような基準がない。

それが、判断を難しくさせるものであるが、

努力を続けるほかない。

3．事業仕分けの行動経済学

　事業仕分けを見ていて、気がついたことは、

政府の事業の成果を判断する際の難しさから

発生する問題である。実際、事業仕分けによっ

て、予算を減額されたり、事業が中止に追い

込まれた側の人たちは、事業仕分けそのもの

に対して非常に悪い印象をもったはずだ。事

業仕分けで事業が中止されたものの中には、

もともと問題のあるプロジェクトもあったこ

とは事実だが、簡単にその事業が無駄かど

うかを評価できないタイプの事業もあったの

も確かだ。簡単に評価できないタイプの事業

まで、「無駄だ」という理由で削減されると、

削減された方は怒るのは、自然である。

　人件費カットが本当の目的なのに、成果主

義賃金を導入して、成果が悪いから賃金引き

下げ、といわれるのと同じだ。全員一律賃金

カットという部分と成果に基づく部分を明確

にしておけば、賃金カットされる側の気持ち

がずいぶん違う。

　行動経済学でよく知られている人間の特性

の一つに、現状維持バイアスというものがあ

る。現状から少し良くなるときの満足度の上

昇より、少し悪化するときの満足度の下落の

方がずっと大きいという特性である。そのた

め、誰しも現状維持を望む。この特性をうま

く利用すれば、人々の反感を減らすことがで

きる可能性がある。

　例えば、次の手法だ。最初に、「財政上の

理由で、すべてのプロジェクトの予算を一

律に2割カットする」と宣言する。この時、

人々は当然反対するだろうが、全員一律で、
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そこには評価が入っていないことから、「仕

方がない」とあきらめる人も多いだろう。そ

うすると、人々の「現状」は、最初のところ

から2割カットというところまで、下がるこ

とになる。この下がった「現状」をベースと

して事業仕分けで評価をつけるのだ。無駄が

多いと判断されればより大きなカットに、無

駄かどうかは簡単には判断できないものは2

割カットという「現状維持」に、明確に評価

が高いか政治的に重要だと判断されたものは

rl割カット」や「カットなし」という「現状」

からのアップという判断を出せばいい。

　この手法なら、2割カットの事業は評価が

悪かったのではなく、財政上の理由でカット

されたことが明確になる。現在のやり方は、

予算がカットされたものは、「無駄」があっ

たという評価を受けたことと同じになってし

まう。それは人々に大きな不満をもたらすだ

ろう。

　もう一つ行動経済学的なバイアスで気に

なったことは、人々の判断は「目立つ」もの

に大きく左右されるということだ。仕分け対

象になっている事業には一つの事業の中にも

様々なプロジェクトが含まれている。すぐに

成果が出ないものやすぐに成果の出るものも

あるだろう。無駄だという言う方は、すぐに

成果が出ないものや、ほんのわずかでも「無

駄」だと思われる事象があるものを取り上げ

る。全体の中でそれがどの程度重要かは別に

して、それを大きく取り上げると、全部「無

駄だらけ」のような印象を人々に与えること

に成功する。逆に言えば、抗弁する側も、「目

立った成果」をアピールすることが重要だ。

　世界トップ拠点の仕分けの際に、仕分けす

る側が、「夢や希望ではなく、国民にどんな

メリットがあるのか」という質問をした。こ

の時の回答は、「ダークマターの発見…」だっ

た。免疫学の拠点も含まれているのだから「花

粉症の治療法が見つかる可能性がある」と答

えることもできただろうし、材料系の拠点を

念頭において「環境問題を解決する新規材料

が開発できるかもしれない」と答えておけば、

「目立つ成果の可能性」という点ではもっと

アピールできただろう。しかし、そういう瞬

間的なやりとりで、結果が大きく変わってし

まうことはとても危険である。

　どれも重要な事業ばかりであって、違うも

のを比較していくというのはとても難しい仕

事だ。科学研究でさえ、違う分野どうしで、

「どちらの研究がより重要か」、なんて簡単に

は判断できない。それでも、お金を配分する

際には、それを決めなければならない。政治

的な判断は最終的には必要だ。カットされる

側が「仕方ない」と思わせるような工夫が必

要だろう。

4．一律10％カットと要望枠の

　　組み合わせがもたらすインセンティフ

　2009年の事業仕分けの失敗に学んだ政府

は、一律10％予算カットと要望枠の設定と

いう手法で、行動経済学的なバイアスの除去

と重要なものを新規政策として提案させると

いう改善を図った。

　これで、予算カットされた側の不満を小さ

くした上で、新規政策には重要性の高いもの

をもってくるというのが達成されるはずだっ

た。この目的はある程度機能したように見え

る。しかし、今回の要望枠と要求枠の中身を

見てみると、想定外の戦略的行動を省庁が

とってきたのも事実である。端的に言えば、
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各省庁は従来の概算要求の中から政府の方針

から見て絶対に無視できないような重要な既

存の政策を取り出して、それを要望枠に回し

ている。そうすることで、要求枠を10％以

上カットして、全体としては咋年以上の予算

要求をすることができるのである。これなら

10％カットと要望枠による増額を同時に満た

すことができる。やはり、政府支出という成

果の評価が難しいものであっても、できる限

り正確な評価をすることを続け、評価に基づ

く判断をするという地道な努力がないと、ど

のような制度を作っても、裏をかかれてしま

う。政府の歳出削減は本当に難しい。
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［難一 労働統計にみる男性の働き方・女性の働ぎ方　⑱

　　　　　　拓殖大学政経学部　准教授　杉浦　立明

名古屋大学大学院経済学研究科　教　授　荒山　裕行

「多様化する雇用一2　非正社員増加とその背景

　前回は、正社員と非正社員の就業者の分布

及び就業日数と就業時間の分布状況を取り上

げた。年齢が高くなるにつれて、女性では就

業日数や就業時間数の短いパートタイム労働

者が増加している。派遣社員という就業形態

は、20代後半の男性で3％、女性で7％と、

必ずしも雇用者として多いものではないこと

などを確認した。今回は、まず、前回にふれ

なかった所得の実態の解明に踏み込む。さら

に、企業の雇用調整の実態をとりあげて、企

業が非正社員を採用している理由並びに非正

社員がその働き方を選択した理由をみること

で、雇用の多様化している構造について考え

ていく。

1．雇用形態別にみた所得分布

　最初に、雇用形態別に所得階級の分布をみ

る。所得は年齢に依存している要素が大きい。

調査年の2007年の平均初婚年齢が夫で30．1

歳、妻で28．3歳であったこと、母親の第1

子誕生年齢が28．7歳であった。子供の成長

につれて女性の働き方が大きく変わることを

考慮して、適齢期の20代後半、第1子が誕

生して就学期になっている30代後半、第1

子が成人間近になっている40代後半に絞っ

て前回と同じく考察を試みる。働き方の主体

として男女の正社員及び女性パート並びに女

性派遣社員の4つを取り上げる（次頁図1）。

　男性正社員の所得は、20代後半では

300－399万円に、30代後半では400－499万円

に、40代後半では500－599万円にもっとも

集中している。所得の集中度をみた限り、年

齢が10歳上がると、年収が100万円増加し

ていることになる。また、所得500万円未満

の割合は、20代後半で89．8％、30代後半で

54．　3％、40代後半で34．4％と、20代後半と

40代後半とでは55ポイントも開いており、

男性正社員では年齢による所得増加の度合い

は大きい。

　一方、女性正社員では、20代後半、30代

後半、40代後半のいずれも300－399万円に

もっとも所得が集中している。所得500万円

未満の割合は、20代後半で95．9％、30代後

半で80．4％、40代後半で70．8％である。

　20代後半では男女ともに300万円台に所

得が集中しているが、40代後半では男性が

500万円台に、女性が300万円台に所得が集

中している。このように、同じ正社員という

働き方であっても、女性では男性に比べて年

齢に応じた伸びははるかに小さく、年齢が高

くなるにつれて、男女間の所得は開き始める。

　女性パートの所得は、20代後半で100－149

万円に、30代後半および40代後半で50－99

万円にもっとも集中している。パートでは
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資料：統計局「就業構造基本調査」

所得が200万円未満の割合は、20代後半で

92．5％、30代後半で94．0％、40代後半で

93．5％であり、9割のパートが年収200万円

未満となっている。

　女性派遣社員は、20代後半及び30代後半

では200－249万円に、40代後半では50－99

万円及び100－149万円に、所得が集中してい

る。所得200万円未満の割合は、20代後半

で42．0％、30代後半で46．9％、40代後半で

67．8％であり、パートに比べると、派遣社員

の所得は高いが、正社員と比べるとかなり低

い。

　このように正社員・非正社員の間には、仕

事内容の違いでは説明できないほどの大きな
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賃金の差がある。これは日本の労働市場には、

需給バランスを反映した賃金相場の決定をさ

せない仕組みがあることによる。欧米の労働

市場では、主として職種別に賃金が決定され

ており、労働時間の長短によらず、同じ職種

であれば同じ賃金が適用される。しかし、日

本では市場競争から分断された「企業ごとの

労働市場」が根強いことから、企業の内部の

正社員と外部の非正社員との間の賃金の差は

大きく、とりわけ男性中高年層ではその差は

大きい。

　こうした正社員と非正社員との間の賃金の

差は昔から存在していたが、1980年代の安

定成長期までは同一企業内における非正社員
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の割合が小さく目立たなかったため、大きな

社会問題にはならなかった。

　企業内の経験年数に比例して熟練度が高

まっていくのであれば、年齢に応じて賃金を

高く設定する体系が合理的である。さらに、

このような年功賃金は、多数の未熟練の若年

労働者を少数の熟練した中高年労働者が指導

して、若年労働者を育成していくという人的

投資を積極的に実施していくことにもつな

がった。未熟な若者であっても、職場で仕事

能力が磨かれていくうちに、企業に将来的な

利益をもたらす存在になるため、企業は積極

的に若年者を雇用してきた。安定した企業の

成長が期待できる時代では、企業が労働者に

対して長期雇用を保障し、勤続年数とともに

賃金を上げていくことにも十分な経済合理性

が認められた。

　しかし、1990年代になると、グローバル

化の進展によって、企業内の労働市場も国内

にとどまらず海外にも拡大している。あわせ

て技術革新によって、とくに情報通信技術の

発達は、海外との連携を容易にするととも

に、これまでに労働者が長年に渡り蓄積した

仕事技能を急激に陳腐化させている。長期間

に渡って多数の労働者を留保しておくことの

合理性は次第に低下しつつある。

　このような環境の大きな変化は、これまで

のように多数の正社員に雇用保障を与え続け

るということを困難にした。仕事の内容や質

に応じて、労働者を選び、雇う時代へと変化

した。前回に取り上げた日経連の新しい雇用

モデルは、けっして労働者の選別を推奨して

いるものではなく、企業の持続をかけた新し

い企業モデルともいえるものであろう。

　正社員間で所得の男女差だけでなく、女性

の雇用形態間でも所得の差が存在することが

図1から確認できる。最近「女女格差」とい

われるように女性正社員と女性非正社員との

所得の開きや待遇の差が話題に上がることが

多くなっている。

2．企業の雇用調整の実態

　企業が非正社員を雇う理由として、非正社

員が解雇しやすいことをあげる人が多い。こ

の点が事実なのかを雇用調整の実態を通じて

確認してみよう。厚生労働省「労働経済動向

調査」では、実際に残業規制や配置転換、中

途採用の削減・停止、希望退職者の募集、解

雇等の何らかの雇用調整を実施した事業所の

割合を四半期ごとに求めることができる（図

2）。雇用調整の実施割合を見ると、景気後

退期にその割合は上昇し、景気回復期にその

割合は低下するサイクルを描いている。とく

に、2008年10～12月期からの雇用調整を

実施した企業割合の急上昇ぶりは、この20

年闇で最大規模である。また、図には示して

いないが、製造業の実施割合は第1次石油

危機に匹敵する大きさになっている。

　続いて、同じ「労働経済動向調査」から過

図2　雇用調整の実施事業所割合の推移洋2

％　　　’景気後退期　　一一層産業計　　＋製造業

80

70

60

50

40

30

20

10

0

　1994　　　　　　1998　2000　2002　　　　2005　　　　2008

資料：厚生労働省「労働経済動向調査」

備考：シャドー部分は景気後退期
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去の景気後退期で実施された具体的な雇用調

整の方法をみる（表3）。図2から産業計と

製造業の動き方が一致していることから、製

造業だけを取り上げても雇用調整の実態は明

らかになる。なお、表にはこの10年余りの

景気後退期のピークであった1999年1～3

月期と2002年1～3月期および2007年以

降が同時にまとめられている。

　過去2回の景気後退期と同じく今回も「残

業規制」が最も多い。次に多い方法は、過去

2回では「配置転換」であるが、今回の世界

金融不況では「派遣労働者の削減」となって

いる。3番目に多い方法は、過去2回では「出

向」及び「下請・外注の削減」であるが、今

回は過去に比べて「一時休業」、「操業時間・

時数の短縮」、「配置転換」の割合も高くなっ

ている。とりわけ、今回は雇用調整助成金の

適用が拡大されたこともあり、「一時休業」

や「操業時間・時数の短縮」の割合が大きく

なっている。その他にも、「中途採用の削減・

停止」や「臨時・季節、パートタイム労働者

の再契約停止・解雇」及び「賃金等労働費用

の削減」も高い水準になっている。

　以上のように、企業は派遣社員やパートタ

イムなどの非正社員から雇用調整を実施して

いることが確認できた。

3．企業が非正社員を雇用する理由

　企業が非正社員を雇用する理由を厚生労働

省の調査から次頁表4にまとめた。この表に

は、非正社員総計と派遣社員およびパートタ

イムについて掲載した。

　非正社員を雇用する理由の第1位には「賃

金の節約のため」であり、第2位には「1日、

週の中の仕事の繁閑に対応するため」である。

これらの理由は2003年と2007年ともに同じ

順位であり、非正社員を雇用する最大の理由

が、人件費の軽減化であることを示している。

理由の第3位には、2003年では「景気変動

に応じて雇用量を調節するため」、2007年で

は「即戦力・能力のある人材を確保」となっ

ている一方、第4位には、2003年では「即戦力・

能力のある人材を確保」、2007年では「専門

的な業務に対応するため」となっている。

表3　製造業における雇用調整の実施方法注3
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表4　非正社員を雇用する理由（企業数割合） ltl　．5、6．7

（3つまでの複数回答・％）

非正仕員計 うち派遣辻員 うちハートタイム

2003 2007 2003 2007 2003 2007

賃金の節約のため 51．7 40．8 26．2 18．8 55．0 1L1

1日、週の中の仕事の繁閑に対応するため 28．0 31．8 8．0 13．1 35．0 37．2

景気変動に応じて雇用量を調節するため 265 21．1 264 257 234 18．0

即戦力・能力のある人材を確保するため 26．3 25．9 ：39．6 35．2 12．3 ll．8

負命以外の労務コストの節約のため 22．5 2ユユ 266 16．6 23．9 2L3
正社員を確保できないから 20．］ 22．0 16．9 26．0 12．4 17．6

長い営業（操業）時間に対応するため 18．1 18．9 2．8 3．4 204 21．7

専門的業務に対応するため 23．1 24．3 25．9 20．2 10ユ 12．7

臨時・季節的業務量の変化に対応するため 17．6 16．6 14．4 20．3 15．4 145

正社員を重要業務に特化させるため 15．4 16．8 172 20．4 128 15．3

高齢者の再雇用対策のため 142 18．9 1．7 2．6 6．4 7．9

正社員の育児・介護休業対策の代替のため 3．0 2．6 8．8 6．5 2．1 L6

資料：厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」

　次に、派遣社員を雇用する理由の第1位は

「即戦力・能力のある人材を確保するため」

であり、第2位は「賃金以外の労務コストの

節約のため」（2003）、「正社員を確保できな

いから」（2007）となっている。この「正社

員を確保できない」という理由が2007年に

第2位にあがっているのは、2007年の段階

ではまだ景気が良かったことが背景にあるこ

とが考えられる。理由の第3位には「景気変

動に応じて雇用量を調節するため」、第4位

には「賃金の節約のため」（2003）、「正社員

を確保できないから」（2007）となっている。

派遣社員を雇う理由として、「即戦力・能力

のある」労働者に業務のある時だけ仕事をこ

なしてもらい、人件費の軽減を図りたいとい

う意図が強く出ている。

　続いて、パートタイムを雇用する理由の第

1位は「賃金の節約のため」であり、第2

位に「1日、週の中の仕事の繁閑に対応す

るため」がきているが、これら2つの理由

は2003年と2007年に共通している。理由の

第3位は「賃金以外の労務コストの節約のた

め」（2003）、「長い営業（操業）時間に対応

するため」（2007）となっており、第4位に

は「景気変動に応じて雇用量を調節するため」

（2003）、「賃金以外の労務コストの節約のた

め」（2007）がきている。仕事の繁忙にばら

つきがあるため、忙しい時間帯や時期にだけ

安く働いてくれる格好の労働者としてパート

タイムが活用されている。だからこそ、非正

社員の中でパートタイム労働者が最も多く雇

用されている。

　企業が非正社員を雇用する大きな理由に人

件費の軽減化があげられるが、人件費には賃

金だけでなく、賃金以外の労務費用も含めら

れている。賃金以外の費用として社会保険（雇

用保険、健康保険、厚生年金など）料の企業

負担の支払い分や教育訓練費などさまざまな

ものがある。このような各種制度の適用状況

を次頁図5に示した。なお、雇用保険、健康

保険、厚生年金は正社員に対してほぼ全員適

用対象であるため、調査対象に該当項目はな

く、派遣社員に対して派遣先の企業が社会保

険料を負担するものではないことから、調査

対象に該当項目はなく、図示されていない。

　パートタイムでは、雇用保険の加入が
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図5各種制度の適用状況（企業数割合）注8’9

’ll　N正社員（2007）ロ派遣仕員（2007）■パートタイム（2007）
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資料：厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合

　　実態調査」

55．5％、健康保険は38．5％で、厚生年金に

はその34．6％が加入している。すなわち、

パートタイムのうち、5割弱が雇用保険に加

入しておらず、6割強が健康保険と企業年金

に加入していない。社会保険の対象になって

いないパートタイム労働者が多い。

　退職金制度では、正社員の64．5％が対象

になっているのに対してパートタイムでは

6．8％と、極めて大きな開きがある。日本の

パートタイムの実態はかならずしも短時間や

短期間勤続とは限らないため、退職金の支給

がほとんどない現状は今後改善していく必要

があろう。

　賞与の支給制度についても、正社員では

78．5％が対象になっているのに対して、パー

トタイムでは33．6％とこれにも大きな開き

がある。

　昇進や昇格といった制度についても、正社

員では61．4％、パートタイムでは16。4％と

大きな隔たりが存在する。

　このように賃金や社会保証以外の昇進・昇

格制度についても、正社員とパートタイムと

の間には待遇に大きな差がある。

　多くのパートタイムが社会保険に加入して

いない理由は、労働時間や勤続年数が短いこ

とだけによるのではなく、その多くが世帯主

に扶養されている既婚女性であることがあげ

られる。妻の労働時間がある一定の時間以下

でありかつ年収130万円未満であれば、夫が

健康保険に加入していて夫の扶養家族になっ

ている場合には、妻は独自に健康保険に加入

しなくても、夫の健康保険に加入でき、無保

険者ということにはならない。厚生年金につ

いても、同じく夫が厚生年金に加入していて

夫の扶養家族になっている場合には、妻が独

自に厚生年金に加入しなくても、無保険状態

にはならない。このことは、パートタイムは

社会保険に加入しなくても、必ずしも無保険

の状態とはかぎらないことを意味しており、

企業にとっても社会保険料を負担しなくても

すむパートタイムの雇用の持つ意味は大き

い。このように自ら社会保険料を負担しなく

ても、社会保険への適用を受けることができ

る。このため、年収額を130万円未満に抑え

るために就業時間を調整することがしばしば

行われることになる。

　ここで、正社員と同じ保険料率がパートタ

イム労働者に提供されるとしたら、月額賃金

のうち、厚生年金保険料15．7％、健康保険

料は9．3％と介護保険料（40歳以上）は1．5％、

の支払いが要求されることになる（表6）。

表6　企業の社会保険料の負担

料率 （％） 事業主の負担

健康保険料 9．34 労使で折半

介護保険料 1．50 労使で折半

厚生年金保険料 r5，704 労使で折半

児童手当拠出金 0，103 全額負担

労災保険料 0．3から10。3 全額負担

雇用保険料 ユ．55 一定割合
（0．95％）
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　社会保険料は企業と労働者が折半して負担

する。そもそも賃金が労働者の生産性に応じ

て支払われているとすれば、社会保険料の企

業負担分についても、労働者の生産性に応じ

たものにしかならない。したがって、企業負

担という名目であっても実際には労働者によ

る負担でしかない。もし、現行の保険料率を

パートタイムにそのまま適応した場合には、

企業はパートタイムの賃金を大きく引き下げ

ざるを得ないまた、パートタイム労働者自身

も現行の社会保険料（厚生年金・健康・介護）

の労働者負担分13．3％を負担することで賃

金の受取額が大きく減少する。パートタイム

が年金保険料を負担することは、当然ながら

将来的な年金給付の増額につながるが、現在

の賃金の手取り額の減少にもつながるため、

正社員の配偶者がパートタイムとして就業し

ている場合は望ましいものではありえない。

　一方、未婚のパートタイムや派遣社員の場

合は、職場の健康保険や厚生年金に加入して

いない場合には、国民健康保険や国民年金に

加入しなくてはならない。国民年金の保険料

は定額の毎月1万5100円、年額18万1200

円（2010年度）である。

　国民健康保険は地方自治体が運用してお

り、その保険料額は世帯や所得および資産の

状況によって決定され、保険料の算出方法も

自治体によって異なる。介護分及び後期高齢

者支援金等分を含んだ国民健康保険料の平

均額（市町村）は、2008年度に1人当たり

9万614円、1世帯当たり15万7696円であ

る。非正社員の所得は必ずしも高くないた

め、国民年金保険料や国民健康保険料の負担

は重い。社会保険は強制加入であるが、保険

料負担が重いため保険料を支払えず無保険状

態に陥っているといわれる非正社員も少なか

らず存在している。とりわけ、親が国民健康

保険料を滞納していると、その子供は無保険

状態に陥ってしまう。このような子供の無保

険問題を解消するため、2009年4月から「短

期被保険者証」を交付されるようになった。

年金について長らく社会の関心を集めてきた

が、高齢者の医療や介護だけでなく、現役世

代の医療の負担と給付についても解決しなく

てはならない課題が多い。

4．労働者が非正社員として働く理由

　続いて、同じ厚生労働省の調査から非正社

員が現在の働き方を選択した理由について次

頁表7にまとめた（複数回答）。

　男性では「正社員として働ける会社がな

かったから」（2003）、「自分の都合のよい時

間に働けるから」（2007）が第1位であり、「自

分の都合のよい時間に働けるから」（2003）、

「専門的な資格・技能が活かせるから」（2007）

が第2位になっている。理由の第3位には「専

門的な資格・技能が活かせるから」（2003）、

「正社員として働ける会社がなかったから」

（2007）があり、第4位は「自分で自由に使

えるお金を得たいから」（2003）、「家計の補助、

学費等を得たいから」（2007）となっている。

　一方、女性が非正社員として働く理由は、

「家計の補助、学費等を得たいから」（2003）

「自分の都合のよい時間に働けるから」（2007）

が第1位であり、「通勤時間が短いから」

（2003）、「自分の都合のよい時間に働けるか

ら」（2003）、「家計の補助、学費等を得たい

から」（2007）が第2位となっている。その

理由の第3位は「専門的な資格・技能が活か

せるから」（2003）、「家庭の事情や他の活動
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表7　現在の就業形態を選択した理由別労働者割合注10’ll’12

（3つまでの複数回答・％）

男性 女性

非正社員 非正社員 うち派遣社員 うちパートタイム

2003 2007 2003 2007 2003 2007 2003 2007

正社員として働ける会社がなかったから 31．1 23．9 24．1 16．5 39．6 35．2 20．5 1LO

自分の都合のよい時間に働けるから 26．2 33．8 323 46．0 16．7 23．4 37．6 55．7

専門的な資格・技能が活かせるから 25．7 24．3 lI．0 10．2 17．8 13．2 9．0 7．5

自分で自由に使えるお金を街たいから 20．6 18．7 25．9 21．9 18．1 17．4 27．4 22．9

家計の補助、学費等を得たいから 15．6 22．7 41．1 40．9 17．7 22．5 46．0 45．1

通勤時間が短いから 15．0 15．1 323 27．3 15．7 21．4 36．0 27．9

勤務時門や労働日数が短いから 14．9 13．9 25．8 16．4 17．0 9．8 29．9 19．3

家庭の事情や他の活動と両立しやすいから 11．8 9．8 26．1 33．0 26．6 23．4 27．3 37．7

より収入の多い仕事に従事したかったから 11．8 15．1 8．0 5．6 14．6 18．4 7．0 2．2

組織にしばられたくないから 10．8 12．9 7．9 3．4 24．6 13．6 6．7 1．9

簡単な仕事で責任も少ないから 9．0 14．1 9．5 7．0 6．3 10．2 10．6 6．5

就業調整をしたいから 3．2 5．3 lL5 5．5 5．7 1．7 13．9 7ユ

体力的に正社員として働けないから 3．8 2．7 5．7 3．0 2．9 1．4 6．2 3．2

資料：厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」

と両立しやすいから」（2007）であり、第4

位には「家庭の事情や他の活動と両立しやす

いから」（2003）、「通勤時間が短いから」（2007）

となっている。

　男女ともに、「自分の都合のよい時間に働

けるから」が大きな理由になっている。この

ことは、正社員の労働時間の長さや勤務条件

の自由度のなさを嫌っている人が少なからず

存在していることを示す。とくに、女性の場

合には、労働時間の長さや勤務条件が限られ

ることが多いため、正社員ではなく、自由度

の高い正社員を選択していることが多い。

　女性が派遣社員として働く理由の第1位に

は「正社員として働ける会社がなかったから」

があり、第2位は「家庭の事情や他の活動と

両立しやすいから」（2003）、「自分の都合の

よい時間に働けるから」（2007）、「家庭の事

情や他の活動と両立しやすいから」（2007）

である。

　派遣社員である理由としては、正社員の職

がなく派遣社員として働いている若い世代が

多いことがあげられている。しかし、理由

の第3位は「組織にしばられたくないから」

（2003）であり、続いて、「自分で自由に使え

るお金を得たいから」、（2003）「家計の補助、

学費等を得たいから」（2007）となっている。

　女性がパートタイムとして働く理由の第

1位は「家計の補助、学費等を得たいから」

（2003）、「自分の都合のよい時間に働けるか

ら」（2007）となっており、第2位は「自分

の都合のよい時間に働けるから」（2003）、「家

計の補助、学費等を得たいから」（2007）となっ

ている。理由の第3位には「通勤時間が短い

から」（2003）、「家庭の事情や他の活動と両

立しやすいから」（2007）があげられており、

第4位は「勤務時間や労働日数が短いから」

（2003）、「通勤時間が短いから」となっている。

このことは、女性パートタイムは、働く際に

は勤務時間の短さや自由度を重要視している

ことを強く示している。

5．おわりに

　就業形態の多様化が急激に進む中で、非正

社員を雇う理由及び非正社員として働く理由
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をみてきた。女性の場合、ライフステージに

あわせた就業時間や勤務地の近さといった条

件を重視する場合には、正社員ではなく非正

社員として働く傾向が強い。

　企業は、景気後退に対応して、雇用調整を

実施する場合に、非正社員の雇用で対応せざ

るを得ない。また、社会保険料の負担は、正

社員だけでなく企業にとっても毎年大きく

なっており、社会保険料の負担が生じる正社

員より非正社員を雇用する利点が増加してい

る。

注1　雇用者の所得とは、賃金、給料、手間賃、諸手当、

　　　ボーナスなど過去1年間に得た税込みの給与

　　　総額（現物収入は除く）のことをいう。

注2　「労働経済動向調査」は、調査時期によって、

　　　調査されている産業の数が大きく異なる。そ

　　　のため、産業計の数値は、厳密には接続でき

　　　ない。ここでは、長期的な動向を概観する目

　　　的で図示している。ちなみに、工994～98年

　　　では、建設業、製造業、運輸・通信業、卸売・

　　　小売、飲食店、サービス業の5産業、1999～

　　　2003年では、金融・保険業、不動産業を加え

　　　た7産業、2004～2008年は、産業区分が変

　　　更されて9産業に、2009年から産業区分が変

　　　更されて11産業となり、同時に医療・福祉が

　　　追加されている。

注3　2008年2月調査から従来まで「特別な措置は

　　　とらない」としていた回答を「実施していな

　　　いまたは予定がない」という回答に変更して

　　　いる。また、「派遣労働者の削減」という項目

　　　は、2008年2月調査から追加された。

注4　正社員以外のそれぞれの就業形態の労働者が

　　　いる事業所のうち、その就業形態の労働者を

　　　活用する理由を回答した事業所について集計

　　　した。

注5

注6

注7

注8

注9

ここでの「賃金」とは、基本給の他、通勤手当、

時間外手当等の諸手当を含めたものをいう。

ここでの「賃金以外の労務コスト」とは、健

康保険等の事業主負担額、教育訓練・福利厚

生関係等の費用をいう。

ここでの「パートタイム」とは、正社員より

1日の所定労働時間が短いか、1週の所定労

働日数が少ない労働者で、雇用期間が1カ月

を超えるか、又は定めがない者をいう。

雇用保険、健康保険、厚生年金、正社員への

転換制度については、正社員及び派遣社員を

回答の対象外としている。企業年金、退職金

制度、賞与支給制度、昇進・昇格については、

派遣社員を回答の対象外としている。

注7と同じ。

注10正社員・出向社員以外の労働者のうち、現在

　　　の就業形態を選んだ理由を回答した者につい

　　　て集計した。

注ll「就業調整」とは、所得税の非課税限度額及び

　　　健康保険、厚生年金等の加入要件に関する調

　　　整を行うことをいう。

注12注7と同じ。
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人材の複雑方程式

もりしまもとひろ

守島基博著

日本経済新聞出版社刊 893円（税込）

　働きがいのある職場づくり、現場のリーダー

育成と、日本企業は日々人材育成に奮闘してい

る。人材は競争力の源泉だが、育成には長期間

を要する。「人の力」が失われつつある現実を危

惧する著者は、人材マネジメントの大切さを強

調する。部下へのフォロワーシップ育成の必要

性、「働きやすさ」と「働きがい」はどこが違う

のか、会社と従業員の「心理的契約」を再構築

せよ、など従来の強みを生かしつつ変わるため

にはどのような発想が必要かなど、実務的知恵

が満載されている。

派遣鳴動

で　いともまさ

出井智将著

日経BPコンサルティング刊 1680円（税込）

　著者は製造派遣・請負会社を営む人材派遣企

業の経営者。副題に「改正派遣法で官製派遣切

りが始まる」とあるように、法改正による「原

則禁止」は派遣労働者のためになるのだろうか

と疑問を投げかけ、本当の問題点はどこにある

のかを現場感覚に基づいて指摘している。イン

サイダーの立場からの発言なので説得力がある。

一貫している主張は、「派遣は立派な働き方の選

択肢であり、一律に『可哀想』と決め付けるべ

きではない」との信念だ。この本を読むと良質

な派遣業者を法改正で減らすことがあってはな

らないと強く思う。

人事評価の総合科学

　一努力と能力と行動の評価

たかはし　　きよし

高橋　潔著

白桃書房刊　　4935円（税込）

　人事評価にかかわる歴史、評価におけるものの

考え方、これまで詳しく紹介されてこなかった

様々な評価フォーマットの特徴、評価要素となる

多くの概念（能力、コンピテンシー、性格、努力

など）の理論的整理、人事評価に関連する6つの

研究結果などについて豊富な実証研究を踏まえて

科学的観点から総合的に論じている。今後の人事

制度を考えるにあたって「努力主義」を示唆し、

人事評価が「パフォーマンス・マネジメント」に

取って代わられる可能性について言及している点

が新しい。人事評価に関して、理論と研究を踏ま

えた書籍がなかったので少し高額だがそれだけの

価値がある。プロの人事関係者にお薦めの一冊。

（10月発刊予定）
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第45回　理事会・評議員会を開催

　圃中部産業・労働政策研究会は、8月19日困名鉄ニューグランドホテル（名占屋市中村区）にて第

45回理事会・評議員会を開催、　「第23期事業計画及び予算」　「新公益法人制度移行にあたっての基本

方針」　「理事、監事、評議員、特別委員の選任」などの議題を審議し、提案通り承認されました。主

な内容は以下の通りです。

　役職員一同、これまで以上に幣財団の一層の充実、発展に努力していく所存ですので、関係各位の

変わらぬご支援、ご協力をお願いいたします。

1．第23期事業計画

　▼年度調査研究

　テーマ「定年後もイキイキと暮らすための働き方とライフスタイルのあり方」

2．新公益法人制度移行にあたっての基本方針

　　▼以下の基本方針について承認

　1）公益財団法人への移行を目指す

　2）平成24年早期（1月頃）の移行申請を目指す

　3）移行後の役員等（理事、監事、評議員）の選任方針

3．理事、監事、評議員、特別委員の選任

　▼8月19日付補充選任及び任期満了に伴う9月1日付選任等を承認

　▼新しく就任された方（計24名）：敬称略

【理　事】

【監　事】

【評議員】

【特別委員】

谷

崎
藤
泉
手
村
甲
田
藤
藤
中
築
田
橋
松
川

神
宮
安
今
土
川
愛
藤
安
加
野
都
金
舟
平
相

孝雄（全トヨタ労働組合連合会）　（副理事長に選任）

直樹（トヨタ自動車㈱）

章洋（トヨタ自動車㈱）　（専務理事・事務局長に選任）

直仁（デンソー労働組合）

新吾（豊田自動織機労働組合）

浩　　（ジェイテクト労働組合）

和弘（トヨタ自動車労働組合）

賢司（中部電力㈱）　　　　鷲見　輝男（東邦ガス㈱）

隆司（名古屋鉄道㈱）　　　森　　雅計（日本特殊陶業㈱）

洋一（㈱大丸松坂屋百貨店）福永　　哲（愛知製鋼㈱）

敏行（トヨタ自動車㈱）　　谷貝　友隆（トヨタ自動車労働組合）

昇司（㈱デンソー）　　　　園部　貴樹（デンソー労働組合）

芳彦（アイシン精機㈱）　　谷口　智玲（アイシン労働組合）

史洋（トヨタ車体労働組合）下野　雅史（ジェイテクト労働組合）

孝康（豊田合成㈱）　　　　杉木　梅信（フタバ産業㈱）

輝彦（日野自動車労働組合）
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「中部産政研公開セミナー」を開催

　当財団主催の公開セミナーを8月19日困に、名鉄ニューグランドホテルで開催しました。

今回は、昨年9月から今年8月までの第22期の調査研究テーマ「職場力向上のための管理者

の役割」の中間報告会として実施したもので、トヨタグループをはじめ中部地区の主要企業の

労使代表や人事・労務関係者など、140名を越える参加者がありました。

　今回の研究は、職場力向上の要素を「コミュニケーション」「部下育成」「リーダーシップ」

の3つとし、管理者と組合員の双方からその実態を調査し、あるべき姿を提言するものです。

研究主査を務めた神戸大学大学院の高橋潔教授と関西大学商学部の小野善生准教授から、管理

者はコミュニケーションの機会を増やすこと、部下育成に注力すること、ビジョンを具体的に

示すこと等を骨子とする調査研究成果の報告がおこなわれました。なお、最終まとめ報告書は

今秋に発刊を予定しています。

一 47一



●テーマ：非日常空間と現実を対比させ、今一度「豊かさ」とは何かを考える

●と　き：2010年5月28日圃・29日佳）
　　　　　　　　て　し£
●場　所：香川県　豊島・直島

　第4回産政塾は、過去マスコミにも大きく取り上げられた不法投棄現場のある「豊島」の見学と、国

内外から注目を集める現代アートの島「直島」を訪れた。

　事前に資料で「豊島問題」についてはおおよそ知っていたものの、実際に投機された場所や産廃物

の剥ぎ取り層、　「豊島のこころ資料館」を見て何も言えなくなった。ご案内いただいた廃棄物対策豊

島住民会議の石井亨氏は実際に長年この問題に関わっている方で、その説明は塾生全員の心に響いた。

一
日も早く美しい島「豊島」に戻ることを願わずにはいられない。

　「直島」は現代アートと島・地域が共存しており、日頃業務に追われているであろう塾生もゆっく

り時間が流れる環境に身を置き、ボランティアガイドや地元の人との交流を通じて温かい気持ちにな

れたように思う。

　詳細については、以下　塾生のレポートを参照ください。

1．テーマ選定の経緯

株式会社東海理化

戸田有香

　わが国は戦後、高度

経済成長を経て、大都

市への一極集中が進ん

だ結果、経済の地域格

差や地方の過疎化を招

いた。地方では地域活

性化や産業創出の施策

が展開されているが、

都市部への人口流出に歯止めがかからない。

また、大量生産・大量消費という経済効率を

優先した結果、膨大な量のごみを排出し、産

業廃棄物の不法投棄や最終処分場の建設問題

などが各地で起きている。

　香川県豊島・直島。この2つの島はわず

か8kmの距離に隣り合いながら、全く異な

る側面から注目を集める。前者の豊島は、戦

後最大級の有害産業廃棄物不法投棄事件と、

その公害調停をめぐる模様が全国的に報道さ

れた。後者の直島は、過疎と高齢化にある中、

近年「現代アートの島」として国内外から注

目を集め、今や年間35万人もの人が訪れて

いる。

　前述の我々の社会が抱える問題をグループ

で話し合った際、この2つの島を訪ねて我々

の日常と対比させることにより、問題を捉え

直す良いきっかけになるものと考え、企画を

立案した。併せて、2日に亘る企画であった

ため、1日目と2日目で各々テーマを持たせ

た。

2．1日目　豊島・直島

　　く環境問題について学ぶ〉

　当日は島の対岸にあたる岡山県宇野港に集

合し、海上タクシーを利用して一路豊島へ。

船中から目にする瀬戸内の穏やかな多島美は

大変美しく、「産廃の不法投棄」というイメー
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ジが頭に浮かばなかった。

◇豊島：不法投棄現場・処理施設見学

　豊島では、廃棄物対策豊島住民会議・石井

亨氏の案内のもと、不法投棄現場と処理施設

を見学。石井氏は公害調停申請代表人として、

弁護団とともに調停の最前線におられた方

で、心に迫る生のお話を伺うことができた。

　不法投棄現場では、周辺への環境汚染を防

ぐため、有害廃棄物にシートを被せて採掘作

業が行われていた。60万トンにも及ぶ廃棄

物の大半は自動車のシュレッダーダストで、

最深部では地表から18mの深さがある。最

終的な撤去処理費用は550～600億円にも上

り、自動車産業に携わる一個人として、とて

も心苦しい複雑な心境に見舞われた。また、

処理施設の規模の大きさに、環境破壊の深刻

さ、代償の大きさを目の当たりに感じた。

　続いて、隣接する資料館にて石井氏より豊

島事件の経緯の説明を受けた。「豊島のここ

ろ資料館」は、かつて違法操業を続けた業

者の事務所であった建物。豊島事件の年表や

写真、住民運動で

使われたデモの横

断幕や鉢巻等が所

狭しと展示されて

いる。入り口の壁

には549名の「公害調停申請人名簿」が掲示

され、お名前の横に黒い喪章がある方も多く

みえる。石井氏が語る胸を揺さぶられるエピ

ソードの数々に、塾生一同、神妙な面持ちで

真剣に耳を傾けていた。私個人、深く胸に残っ

た事柄は次のとおり。

・ 業者の違法操業について、県職員が118回

　もの検査をしながら、業者の暴力を恐れ、

　黙認したばかりか、脱法行為まで教えてい

　たこと。

・ 不法投棄の実態が明らかになると、今度は

　世間から「こうなるまで放っておいた豊島

　の住民が悪い。豊島の住民のために莫大な

　税金を使うのか」との言葉を浴びたこと。

・ 「公害の被害者は2度殺される。豊島の住

　民は3度殺される。（中坊弁護団長）」…

　1度目は公害（業者）に、2度目は行政に、

　3度目は世間・世論に。（県民や世論の誤

　解が大きかったことから）

・ 世間から正しい理解を得るため、高齢者・

　女性を含む住民総動員の運動を展開。（戸

　別訪問・ビラ配り・電話・100ヵ所座談会

　・デモ行進等）

　なぜ、被害者であるはずの住民がここまで

苦しみ、悲しみ、冷たい仕打ちを受けるのか

と、強い憤りを感じるとともに、社会の理不

尽さを垣間見た。

　また、わが国のごみ事情について、「日本

のごみは先進国の4分の1の量を占める」、

「焼却炉数：日本1，700基、米国150基、独
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国50基」、「分別を心掛けている家庭ごみは

全体のたった3％、残り97％は産業廃棄物」

などの話があった。

◇直島：清掃活動

　続いて宿泊地となる直島へ移動し、実際に

自分たちの手で身近な環境改善に取り組むべ

く、海岸線の清掃活動を行った。先ほどの豊

島で心に大きな”衝撃”を受けた塾生は、清

掃活動を黙々と行った。海岸に打ち上げられ

たごみはプラスチック、缶、ガラス片、タイ

ヤに至るまで多様であり、わずか1時間の

清掃でありながら、集めたゴミは相当な量に

なった。

3．2日目　直島
　　くアートによる島の活性化について学ぶ〉

　朝のミーティングでグループごとに前日の

振り返りを行い、それを踏まえて2日目の

活動に入った。

　直島では、㈱ベネッセコーポレーションと

財団法人直島福武美術館財団によって様々な

現代アート活動が展開されている。テーマは

「世界に誇るべき美しい景観である瀬戸内海

の風景と現代アートをいかに融合させるか」

で、直島の場でしか成立し得ない作品を作り

出している。本企画ではそのうち2つの中

心施設を見学した。

◇地中美術館見学

　地中美術館は、「自然と人間との関係を考

える」美術館として2004年に開館。瀬戸内

の自然と、その場に最もふさわしいアートが

選定・展示されている。小高い丘にある美術

館の建物は安藤忠雄氏の設計で、自然の景観

を損なわないように地中に建設され、元から

の丘陵ラインをそのまま維持している。我々

は学芸員の方の解説を受けながら、瀬戸内の

自然と現代アートと建築が融合した特別な空

間を堪能した。

◇家プロジェクト見学

　午後からは古い町並みの残る本村地区へ移

動し、家プロジェクトを見学した。家プロジェ

クトとは、古い民家を改修し、現代美術作家

が家の空間そのものを作品化したプロジェ

クト。現在7つの”作品”がある。見学に際
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し、㈱ベネッセコーポレーションの笠原氏・

水野氏より、直島における活動の経緯や今後

の展望などのお話をうかがった。「アート活

動と直島の歴史や人々の暮らしが重なり合う

中で、住民と来島者の繋がりが生まれたこと」

や、「次第に住民側から積極的な参加が得ら

れていった」過程は大変興味深かった。見学

はグループに分かれて町を散策する形式をと

り、地元ボランティアガイドの方々との会話

を通じて和やかな雰囲気が生まれていた。

あったし、直島へはそういったものを求めて

多くの人が来島しているのかもしれない。し

かしながら現代の効率・スピード重視の世の

中にあっては、その「かけがえのなさを自覚」

し、敢えて「守っていく」という意志を働か

せないと、容易に壊れてしまう恐れがある。

真の「豊かさ」を考えるヒントはそのあたり

にあると感じている。

　また、グループディスカッションの発言に

もあったが、豊島事件を風化させないように、

今回見聞きしたことを自分なりに多くの人に

語り継いでいくことが重要だと感じている。

　最後に、今回の企画にあたりお世話になっ

た廃棄物対策豊島住民会議の石井様、濱田様、

ベネッセコーポレーションの皆様、NPO法人

直島町観光協会の濱口様、みなとや旅館の皆

様へ、この場を借りて厚く御礼申し上げたい。

4．今回の企画を通して

　豊島の問題も直島での活動も、瀬戸内海国

立公園という美しい自然の中で起こっている

ことだ。その自然は、人間が汚そうと思えば

甚大な被害をもたらすこともできるし、直島

のように美しい景観をプラスに活かした地域

活1生化に取り組むこともできる。

　家やふるさとという環境は、本来、人の心

を育むバックボーンとなるところである。豊

島の住民運動はそれを取り戻すための運動で

r

i大野将幸
｝大丸松坂屋百貨店

i　労働組合

第4回産政塾担当　Bグループ

赤井　康夫
トヨタ紡織

労働組合

平林　克章
中部電力㈱

9：　　颯竃腰　嬢轟恥鰐

ベネッセハウスにある草間彌生作「南瓜」

深谷　英貴
豊田自動織機
労働組合

子安　隆太
㈱デンソー

戸田　有香
㈱東海理化
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●テーマ

●と　き

●場

：行動力の源泉を知る

：2010年6月18日圃

第5回産政塾活動報告

所：山梨県「山梨日立建機」

　第5回の産政塾は、山梨日立建機の雨宮清社長からご講演をいただいた。雨宮社長は対人地雷除去機

の製作で多くのメディアに取り上げられている著名な方だが、ご本人のお人柄もあってか当日は初め

てお会いするのにとても身近に感じられた。

　地雷被害で苦しむ現地の人々の切実な状況を、自らの体験を通じて飾らずにお話くださり、塾生の

多くが自然に涙を流した。

　ご講演の後、実際に現地で活躍した重機を見せていただくことができた。あいにくの雨で実際に乗

ることができなかったことが残念だが、短い時間ではあったが非常に多くの心打つことを学ばせてい

ただいた。

　詳細については、以下　塾生のレポートをご参照ください。

1．はじめに

豊田合成労働組合

馬場裕美

　1月21日の入塾式で

初めて会ったAグルー

プの6人。企画を考え

るに当たり、産政塾の

テーマである「自分の

殻を破る均ことを意

識して「今の自分に欠

けていることは何か」

「どんな人になりたいか」など自分の思いを

語り合いました。その中で、全員の気持ちが

一致して決まったのは次のとおりです。

〈グループ名〉「GEN　RYU（＝源流）」

　　私たちは、現状に満足していないもの

　の、風土や慣習を言い訳に変化することを

　恐れ、一歩踏み出すことができていないの

　が実態です。そこで、「皆より先に一歩前

　へ踏み出し、物事の源になれる人になりた

　い」という思いをこめて名づけました。

〈テーマ〉行動力の源泉を求めて

　　「これではいけない1」と思いつつも行

　動に移すことができていない自分たちに必

　要なものは、「強い信念」「揺ぎ無い決断力」

　「一歩踏み出す勇気」を持ち様々な阻害要

　因にも屈しない「人間力」であると考え、

　信念を貫き、事を成しえた方との懇談を通

　じてその原動力は何であったか、それに対

　して自分たちはどうなのかを見つめ直し、

　自分改革の第一歩に繋げることをねらいと

　しました。

　そして、具体的な内容についてはその後の

打ち合わせで決めることとなりました。

2．企画決定の背景

　100年に1度と言われたリーマンショック

を端緒とする世界同時不況が始まり、派遣切

り等が社会問題化、その他にも少子高齢化や

格差社会などの問題が山積みになっており、

今の日本は閉塞感を強めているように感じま
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す。その一方で、日本の生活水準は依然とし

て高く、治安や安全も諸外国と比較しても高

水準であることには変わりありません。この

ような中、若い世代を中心に「安定志向」、「他

人まかせ」、「消極的」な人間が増えているこ

とが各種調査から窺われます。

　そのような世相や、自分に降りかかる様々

なリスク（例．社内外からの反発、業務負荷

の増大、所得の減少、余暇の減少　等）を回

避することを優先し、私たちは「本当に必要

な行動ができていないのではないか。それは

なぜだろうか」と、自分自身を見つめ直す必

要があると考えました。

　そのためには、まず自分がどんな人間であ

るかを再確認（自己分析）し、その上で、実

際に行動している人の話を聞き、その人と自

分を比較することで自分に足りないところ

や、今後どうしていくべきかを学ぼうという

ことになりました。そこで私たちは、地雷除

去機を製造し、自らも現地現物で行動されて

いる山梨日立建機の雨宮社長を訪問し、お話

を伺うことにしました。事前に送っていただ

いた雑誌掲載記事を読んだり、出演されてい

るTV番組のDVDを見て、とても情熱を

持っている人だというのがわかり、お会いす

るのが本当に楽しみでした。

3．自己分析

　訪問に先立ち、自分自身がどういう人間な

のか、自分では気づかないこともあるのでは

ないかという考えから、パーソナリティーテ

ストによる自己分析を全員が実施しました。

　当日、山梨までのバスの中で各自の回答と

分析結果を見て、自分が優れている点、もっ

と努力すべき点を確認しました。その結果は、

その時の各自の状況によって変わるというこ

とでしたが、改めて納得させられる点や意外

な結果もあり、それらを参考にしながら、雨

宮社長の講話を聞くことになりました。

4．山梨日立建機　雨宮清社長の講話

　雨宮社長は「本

業を通して社会に

貢献する」との熱

い想いを持ち、時

・
・

撫

には命の危険にさ華

らされながらも「仕事（＝対人地雷除去）」

に取り組まれています。

　そのきっかけは、ビジネスを求めカンボジ

アへ旅行した際、地雷被害者の老婆から「あ

なた日本人でしょ。なんとかしてください」

と言われたそうです。そのとき幼い頃、母か

ら言われた「人の役に立ちなさい。裏表のな

い人になりなさい」という言葉を思い出した

とのこと。それから「人の為になりたい、人

生に悔いを残したくない」との想いから対人

地雷除去機を作ることを決意します。

　地雷の被害者の多くは子供です。多くの子

は字が読めないので、地雷原区域の危険を知

らせる標識に気づきません。子供が地雷の被

害に合うと介護が必要となります。結果とし

て、発展の為の時間や資源が多く奪われ、国

が弱くなるということでした。

　当時の人に頼った地雷除去では、1千年以

上かかり、また安全性と効率性も悪く、それ

に関わる人の50％は手足の切断、また蚊によ

るマラリア、デング熱、黄熱病による死亡も

多発している状況でした。そこで、1995年に

社内でプロジェクトチームを設立します。目

的は、「地雷による被害者の廃絶と世界から
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地雷を無くし、インフラ整備を行い、企業と

して国際貢献をはかる」ことです。3年後に

は1号機が完成、その後、カンボジア、アフ

ガニスタン、ニカラグア、アンゴラなど世界

7力国で70台の対人地雷除去機が活躍して

います。また、地雷の除去だけでなく、現地

の人々の自立へとつながるように、地雷除去

機の運転指導やメンテナンス指導、除去後の

土地の活用などにも取り組まれています。

　新種の地雷に対応する地雷除去機の開発費

用は高額です。また地雷の衝撃により自身の

片耳が聞こえなくなるなど、自らの命が危険

にさらされながらも地雷除去を続けるその理

由は、少しずつ実績が出てきて世聞、世界が

認めてくれるようになったからだそうです。

それが元々の想いに加わりモチベーション向

上につながっているそうです。地雷原地域の

方々が安心に暮らせるよう地雷を除去し、彼

らが自立した生活ができるようにしたい。罪

の無い子供たちの笑顔を守りたい。「自分の

技術者としての能力を活かして、人の役に立

ちたい」と情熱を持って取り組んでいます。

私自身も何かこだわりを持って推し進める人

になりたいと思いました。

　地雷除去機の販売台数は15年でトップ

クラスに達した。しかし「完成度は40～

50％」とのこと。基本理念には「技術者はも

のづくりの挑戦者であり、技術の根源はもの

づくり、人づくりにある」を掲げ、ものつく

りに完成はなく、人をつくらずして物はつく

れないと語られました。社員に背中を見せな

いといけないとの思いから、朝早く出社され

たり、仕事の会話の中に家族の話題を入れた

り、「どうだい？」と一声かけたり、常に明

るくしているそうです。

　座右の名は「絶えず傾聴」。相手のことを

考え、相手の声を現地で聞く。ユーザーがあっ

てこそ、出てくる課

題や解決策がある。

現地で見て聴くこと

で、自己満足ではな

く相手が望む的を射

た対応ができる、と言われました。それを聞

きながら、雨宮社長が最近出演された「カン

ブリア宮殿」で、司会の村上龍さんが「何を

やるべきか、何をしたいかを分かっている人

は強い。使命感と目標は人間の能力を最大限

に高める」と言われたのを思い出しました。

　講話の後、現地で実際に使われた地雷除去

の際の傷跡も生々しい地雷除去機を見せてい

ただきましたが、あいにくの雨で予定してい

た試乗ができなかったのが残念でした。

5．参加者の感想

　　（グループディスカッションまとめから抜粋）

●今回の活動で自分を振り返り再発見したこと

　・楽観的で、仕事をただこなしているだ

　　けの、目的を持っていない自分に気づ

　　いた。何のためにやっているのかを明

　　確にすればモチベーションが上がる。

　・今まで人に興味を持てなかったことを

　　反省し、現状に満足することなく、チャ

　　レンジすることが大事である。

　・几帳面さがない⇒計画性がなく、なん
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　　となくの部分があったので、強い信念

　　を持って行動したい。

　・現状から変えていく部分が弱い、優し

　　さと前向きさを大切にしたい。

　・自分がこうしたい、こうなりたいと自

　　分中心に考えがちだが、もっと外をみ

　　て視野を広げたい。

●なりたい自分の姿について宣言！

　・考え過ぎて行動に移せていないので、

　　直感を信じまず行動したい。

・みんなの意

見に耳を傾

　け、心配を

　自信に変

　え、チームプレーに専念したい。

・ 自分の行動に自信、信念を持てば何か

　ハードルやプレッシャーがあっても打

　ち勝つことができる。

・ 悔いを残さぬように行動していく

・ 広い視野をもって世の中をみる

・決めたことを継続して実現する。

6．今回の企画を通して

　今回の企画にあたり、事前調整のため雨宮

社長に何度か電話をさせていただいた。その

際「世界に出て、いろいろなものを見てきな

さい。私たちがやらなければいけないこと、

仕事はたくさんありますよ」と言われたのが

とても印象に残っている。雨宮社長のような

大きなことはできないが、「人の役に立つ」

という観点を根底に、会社業務や地域活動な

ど毎日の生活の中で自分ができることをコツ

コツ積み上げていきたい。塾生それぞれ持ち

場、立場は違うけれども、切磋琢磨して頑張

ろう！

第5回産政塾担当　Aグループ

橋本　善和
東邦ガス
労働組合

加藤　貴子
トヨタ紡織㈱

　
　
　
　
　
　
隊

寺澤　貴宏
全ユニー
労働組合

馬場　裕美
豊田合成
労働組合
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●テーマ：人と防災未来センターを訪ねて、減災のために何ができるか？

　　　　～「意識醸成」について考える～

●と　き：2010年7月16日團

●場　所：兵庫県神戸市

　今期最後の企画は阪神・淡路大震災で大きな被害を受けた兵庫県神戸市を訪問し、いずれ我々の住

むエリアでも起こるだろうと言われている大地震への備えや、あらゆる面の危機意識について改めて

考える機会となった。

　神戸市内に残っている数少ない大震災の跡を、被災されたボランティアのみなさんからの説明を受

けながら見て周り、自然の脅威、人間の弱さを改めて感じた。また、　「人と防災未来センター」では

語り部の長岡さんの体験談から日頃からの備えや地域との関わりで「減災」が可能ということも知っ

た。こういった情報を我々塾生だけに留めておくのではなく、広く伝えることが塾生の役割だと当日

参加した塾生全員で確認した。

　詳細については、以下　塾生のレポートを参照ください。

豊田合成株式会社

原　　丈衛

　阪神・淡路大震災は、

1995年1月17日午前5

時46分52秒、淡路島

北部沖の明石海峡を震

源として発生したM7．3

の大地震である。死者

6，434人、行方不明者3

名、負傷者43，792名、

住宅被害全壊104，906棟、全焼6，148棟、被

害総額は10兆円規模にのぼる。地震による揺

れは、東は福島県いわき市、西は長崎県佐世

保市までの広い範囲で震度1以上を記録し、

戦後に発生した地震では、南海地震（1946年）

や福井地震（1948年）を大きく上回り、史上

最大、未曾有の被害を出した地震である。（＊）

　産政塾Cグループ5名は日々、警鐘が鳴

らされる東南海・南海地震発生時に、甚大な

被害が予測される中部圏に住む我々が、どれ

だけ地震に対する準備ができているか、自分

（＊）フリー百科事典ウィキペディア

のこととして捉えられているか、更には職場

の安全、交通安全、身体の健康といった幅広

い視点から、今後の意識と行動改善につなげ

るきっかけを得ることをねらいに、阪神・淡

路大震災のモニュメントと『人と防災未来セ

ンター』の訪問、語り部の方からのお話をお

伺いすることとした。

　はじめに、中央区の東遊園地～メリケン

パークの震災跡地を1時間半、徒歩で見学

した。震災発生時の5時46分で止まったま

まの時計を抱えるマリーナ像、震災によって

60cmもの段差が発生したフェンス、液状化

現象で地盤沈下した姿を残す公園の花壇、報

『阪神・淡路大震災』参照
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道でも有名な、倒壊し■■固一i嗣1i■

た阪神高速道路の折れ

た橋脚、大きく傾斜し

た神戸港の荷揚げ場な

どが、実際にそのまま

の姿として残されてい

る。神戸市役所の30罫覗轟一轡　瑚
階建て1号館も六甲山簿　　　　一．．一，＿．M．．

向きに10cm傾斜し、明石海峡大橋もlm伸

張したとのことである。見学は3グループ

に分かれ、NPO法人阪神・淡路大震災『1．17

希望の灯り』の上西理事長、白木理事、岸本

様からお話を伺いな

がら行なった。この

団体は、2000年に活

動をはじめ、2003年

からはNPO法人と

して、現在は正会員以外の方も含め、約2，000

名で活動しておられる。

　お話では、上記メモリアルモニュメントの

解説、『きちんと書いて、歴史の事実を残す

ことが大事。そうしないと忘れ去られてしま

う』『歴史を知ることは未来を知ること』と

いったお話に加え、『以前は地名でおおよそ、

昔の地形が想像でき、天災に対する身構えが

できた。高度経済成長期の都市化、区画整理

により、元の地形が想像できないくらい地名

が全く変わってしまっているため、現代人は

身構えができない』r安全とはその時点での

人間の判断に過ぎない』『天災は弱い者、社

会の脆弱なところ

を狙い撃ちする。

だからこそ、社会

の矛盾が一気に噴

出する』『震災の

跡地であることを伺わせるものが近くにある

と地価が下がる、家が売れないという理由で、

跡地を残すことに消極的な人も、少数だが存

在する』といった、現在の経済主義一辺倒の

社会へ警鐘の声も聞くことができた。

　午後は神戸市中央区の、「阪神・淡路大震

災記念　人と防災未来センター」を訪問し

た。まず、ガイダンスルームで、被災者で

現在は語り部とし 鞍1蓋：＝”，、。　。。．

　　　　　　　　　　争がツ1鴛∵・
を聞く。『枕元に

靴と笛を置いてお

く』『風呂水は常に張っておき、震災時の水

源確保に努める』『公衆電話用にフィルムケー

スに10円玉を詰めておく』など、実体験者

ならではのノウハウと逞しさを感じた。震災

追体験フロアでは、1．17シアターで地震破

壊のすさまじさを、大スクリーンと音響で体

感。震災そのものの本物の映像を見たことは

なく、M7．3の大地震はこれほどすごいもの

なのかを、CG映像で改めて痛感した。

　今回の訪問結果を踏まえ、天災、心身の健

康、安全に対する意識醸成を図るためにはど

うすればよいか、3つのキーワード『のこす』

rつたえる』rいかす』から以下、整理したい。

rのこす』

　今まで新聞やテレビにより、話には聞いて

いたものの、実際に震災の生の姿を見たこと

はなかった。百聞は一見に如かず。現地現物

で確認することにより、より我が身のことと

して捉えることに役立った。

rつたえる』

　つたえるには二つのポイントがある。一つ

目は、『のこす』だけでは正直、不十分だと
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感じたこと。その理由は、中心部には288箇

所もの震災跡が残されているが、神戸全体の

力強い復興、洗練された雰囲気に飲み込まれ、

よほど震災に関心を持って、震災モニュメン

トの地図を片手に注意して街を歩かない限

り、とてもM7．3の大地震の跡地とは思えな

い。やはり、語り部の方と一緒に歩き、話を

聞くことによって初めて、天災や安全に対す

る意識や見構えが大きく変わったという参加

者の声が多かった。二つ目は、『のこす』段

階の一事象（ある局面の事実）に留まること

なく、『つたえる』段階には、過去の歴史か

らの経緯や経験から学んだ叡智が、必然的に

含まれてくる。結局は人からの生の声（コミュ

ニケーション）に勝るものはない。

rいかす』

　いかすには、二つのポイントがある。一つ

目は我々自身が、今回の訪問から学んだ事実

や震災や不安全行為に対する身構えを、周り

の人に『つたえる』役割を担うこと。二つ目は、

『のこす』『つたえる』『いかす』の3つのステッ

プを、文字どおり『いかす』こと。今回の訪

問のねらい『天災や安全に対する意識醸成』

を踏まえ、まず自分の身の回りを今一度、振

り返ってみると、職場や仕事、日常生活で発

生している問題や不安全行為は、過去や自他

含め、実は過去にも同じような問題として発

生していないだろうか。我々はそれらを事実

としてきちんと『残し』、関係者間で『共有（つ

たえ）』していただろうか。また、その体験（時

には失敗）を一過性のものとして看過せず、

何が本当の原因で、今後どうすればよいかを

職場の仲間や家族で話し合い、r次なる具体

的な行動に結び付けて（いかす）』いただろ

うか。事実や身構えを『知っている』だけで

は単なる『知識』に留まってしまう。我々に

求められるのは、その『知識』を実際の生活

の場で使ってみて、『知恵』のレベルにまで

高めること、と考える。

　最後に、未曾有の大震災の想像を絶する辛

い体験をくぐりぬけ、震災の跡を全く感じさ

せないほど立派に復興した阪神・淡路地域の

方の力強さ。震災後の混乱時にも、人と人と

のコミュニケーションと助け合いの精神で人

の温かさを大切にし、不幸にも肉親を無くさ

れた方々はその辛い経験を乗り越え、今日も

震災のすさまじさと有事の際の身構えを伝え

ることを厭わない方々への敬意を表するとと

もに、お亡くなりになられた6，434名の方へ

のご冥福を心よりお祈りし、今回の活動報告

とする。

笑み交わし　やがて涙のわきいつる　復興な

りし街を行きつつ

（東遊園地の『1，17希望の灯り』を訪問され

た時の記憶を皇后陛下が詠まれたもの）

第6回産政塾担当　⊂グループ

皇羅」露講塗肇田翻㊤視自s・㈱画慰枝
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　8月20日（金）名古屋駅前「WINCあいち」において第2ユ期産政塾の閉塾式を行いました。始めに加

藤塾長が挨拶に立ち、「素晴らしいメンバーとチームワークに恵まれた」と今期の活動を振り返った

後、　「やればできると信じることによって初めて見えることがある」ので「自分で『枠」を決めない

で人よりも少し努力をしてほしい」と激励の言葉がありました。

　次に産政塾のテーマである「殼の外に踏み出そう」について、今期の活動を振り返りながらグルー

プディスカッションを行いました。産政塾を通じて認識した自分にとっての「殻」に対し、今後は

「とにかくやりきる！」　「現地現物、現認」　「色んなことを知る、知識を増やす」など多くの前向き

な意見がありました。最後に塾生一人ひとりが今の思いを発表し、みんなで共有することでさらに絆

を強め、今後も第21期のつながりを大切にしていこうと誓いました。

　この産政塾の活動にあたり、ご理解とご協力

いだきました職場の皆様に感謝申し上げます。

また、今期の産政塾の企画にご協力くださいま

した訪問先の皆様には誌面をお借りして感謝申

し上げます。本当にありがとうございました。

襲腿．ヨ

轡 趣藝

9
ー

黙糊灘謡撒藝　s㌶；萄罵鷹∴㌶嚢闘説ζ

加藤塾長から塾生へ　蟻

激励の言葉

：
「
魏
b

婁塾鐸

第21期産政塾閉塾式
i漢漁舞野灘li

産政塾での経験を活かし、これからのさらなる活躍を期待しています！
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産政研
だより

退任にあたって （前）主任研究員

高橋若葉

　このたび、9月18日をもって中部産政研を離れることとなりました。

　この2年間、労働組合とも会社とも異なる環境で、非常に多くの貴重な経験をさせていただきました。

　調査研究では、「企業労使にとって何かの役に立って欲しい」という思いで進めてきました。その中

でアンケート作成までの難しさや、中立な立場でのまとめの難しさを感じました。ヒヤリングでは全

トヨタ労連のご協力をいただき加盟組合の労働組合三役のみならず、企業の方から直接ご意見をお伺

いできる機会をいただきました。自企業の状況しか知らなかった自分にとって様々な企業の考え方、

取り組みを知ることができ非常に勉強になりました。

　調査研究のほかに、産政塾の担当をさせていただきました。第20期（26人）、第21期（27人）の

みなさんと出会えたことは本当に大きな財産です。自分にはない考えや発想に刺激を受け、お互いを

思いやるところにいつも感心させられていました。

　退任に際し、本来ならお一人おひとりにご挨拶に伺うべきところですが、この場を借りてお世話に

なりました先生方、ご協力いただきました企業、労働組合の皆様、また産政塾でお世話になった皆様、

第20期、第21期塾生に心から感謝申し上げます。本当にありがとうございました。

新任研究員紹介
　主任研究員
しま　　だ　　たか　ふみ

島田崇史

　はじめまして。2010年9月から、全トヨタ労働組合連合会より中部産政研に派遣となりました島田

崇史です。私は、2004年4月にトヨタ車体㈱に入社し、経理部に約8年、工務部に約1年、在籍して

いました。当財団での担当は、調査研究、産政塾、新公益法人移行関連が中心となります。正直申しま

すと、調査研究分野の経験が無いことからの戸惑いはありますが、これまでの経験を生かしより広い立

場で業務に取り組みたいと思います。至らぬ点も多くあるかと思いますが、よろしくお願いいたします。

＜略歴＞

　1977年5月

2001年3月

　2001年4月

　2010年9月

現在

熊本県八代市生まれ

愛知大学現代中国学部卒業

トヨタ車体株式会社入社

トヨタ車体労働組合　専従執行委員着任と同時に

全トヨタ労連および圃中部産政研に派遣

飼中部産政研　主任研究員

兼　全トヨタ労連　総合政策室国際局　部長

〈趣味〉

　音楽鑑賞、演奏（ドラム）

〈モットー〉

　気楽に真面目に
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6月3日困

6月7日㈲

6月18日團

7月16日團

7月22日困

7月29日困

8月19日困

8月20日團

9月1日困

9月20日㈲

9月27日（月）

2010年6月1日から9月末までの主な動き

公開セミナー「良いものづくり現場を日本にどうやって残すか」を開催

講師：東京大学大学院経済学研究科教授　藤本隆宏氏

年度研究「職場力向上のための管理者の役割」第5回専門委員会を開催

（刈谷市）

第5回産政塾を開催

　「行動力の源泉を知る」　（山梨県南アルプス市）

公認会計士による会計監査

第6回産政塾を開催

　「人と防災未来センターを訪ねて、減災のために何ができるか？

　　～『意識醸成』を考える～」　（兵庫県神戸市）

2010年第2回シンクタンク交流フォーラム幹事会に参加（連合総研主催）

年度研究「職場力向上のための管理者の役割」第6回専門委員会を開催

（刈谷市）

第45回理事会・評議員会を開催（名古屋市）

公開セミナー「職場力向上のための管理者の役割」を開催（名古屋市）

講師：神戸大学大学院経営学研究科教授　高橋潔氏

　　　関西大学准教授　小野善生氏

専務理事・事務局長の河原真一（トヨタ自動車より出向）が退任し

安藤章洋（トヨタ自動車より出向）が就任

第21期産政塾閉塾式を開催（名古屋市）

副理事長の神谷俊彦（全トヨタ労連副会長）が退任、神谷孝雄（全トヨタ

労連副会長）が就任

事務局スタッフに清水英且が就任

主任研究員の高橋若葉（全トヨタ労連より派遣）が退任、島田崇史（全ト

ヨタ労連より派遣）が就任

公認会計士による期末会計監査

　　　　　　　　　　一61一



編集後記

　一念発起してウォーキングを始めた。定期健診で運動不足を指摘されたからだが、やってみ

ると意外と楽しい。家の周囲を30分、早足で歩くだけだが、途中にある家が留守ぎみだとか

飲食店の繁盛具合がそれとなく分かる。先日は、テレビドラマの撮影現場に出くわしエキスト

ラで通行人にスカウトされそうになった。ベルトの穴は一つ余るようになるし効果を実感して

いる。何事も「まずはやってみよ」が大事だ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（G）

目

副 　　　　噂　　　　　　　　　　　　　　　発行日平成22年9月30日　発行人加藤裕治
田　　　　　　　　財団法人中部産業・労働政策研究会

　〒471－0833愛知県豊田市山之手8丁目131番地全労済豊田会館3階
　TEL（0565）27－273　1　FAX（0565）27－2259ホームページhttp：／／www．sanseiken．com

編集・発行所

中部産政研
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A，－ne

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ZENROSAI　l圃
　　あなたの大切な住宅と家財を守る　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2209B202
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　風水害等給付金付火災共済十自然災害共済

　　　あれから15年。1995年1月17日。未曾有の災害をもたらした阪神・淡路大震災。

　　　　　　　　　「自然災害」の恐ろしさを再認識した瞬間でもありました。

　　　　　　全労済でも組合員の皆さまからの「自然災害」に対する強いE’要望や、

共済生協としての助け合いの精神から2000年5月に「自然災害共済」を発売するにいたbました。

　　　　「自然災害共済」の発売から10年。毎年のように起こる風水害や地震に対し、また、

　　　　　　　東海・東南海地震や首都直下型地震の発生確率や被害想定に対して、

　　　　　　　2010年4月より「自然災害共済」の保障の引き上げを行います。

　　　　これまでの「自然災害共済」を標準タイプとし、新たに「大型タイプ」をご用意し、

　　　　　　　　　　　　全労済はこれまで以上の安心をお届けします。

火災を中心に
しっかり備える 火災共済 十 地震・属水害から

盗難まで幅広く備える 自然災害共済

落雷・他人の住居からの水漏れ・

車両の飛び込みなどを含む

　　最高保障額

6，000万円

團　　誓．　t

突風・暴風雨・豪雨・洪水・

　　雪崩・高波など

　　最高保障顕

300万円

賃貸住宅にお住まいの方はプラスで安心1

團借家人膿償責任特約
⊇　　　　窪…　’■巨一　躍　　　皇　　　　弐自

　　　火災・破裂・爆発・漏水等

關保障額4，000万円

突風・暴風雨・豪雨・洪水・

　　雪崩・高波など

　　最高係障額

4，200万円

　地震による火災・損壊

　　墨高保障額

1，800万円

突風・暴風雨・豪雨・洪水・

　　雪崩・高波など

　　爆高保障額

3，000万円

地震による火災・損壊

　最高保障額

1，200万円

3万円

　　　　盗難共済金共済金額を限度に再取得価額でお支払いします

通貨（1万円以上）　　　　　預貯金証書　　　　　　　　持ち出し家財

臨，20万円　：：。　200万円　隔100万円

全噌粛は、h来の支：ムいに備えτ厚生劉働膚令に定めらTlてい’共資契約準踊金をこ犬る充分な禰み立てを　　τい否す．

　貞産置用の1　　適切に管理L健王な虞屡蓬用居行：1てします．
全労；斉は．こnわ　　引き娩き雌全　遅営iこ努めでいくととtJに．偶蝦開示を槽極的に行っていきます．まな，個人嫡報保護

法をはじめ関煙する，去令等　適守L、あ預、「　戸あ客さ訓：閨　る惰報について巌重な管理体制のもとにIL確性機密性野
全性の確保に努めていま．　≡・詳しく「9．吝都直ヨ雇の宝労酒1」あ悶い合わせ曳㌃さい1
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この子たちへ残す、

地球がある、

技術がある。
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1

デンソーは、地球にやさしい、人にうれしい技術を磨き続けています。

たとえば、先進の空調技術が生み出した新しいカーエアコン。

私たちが世界で初めて実用化に成功した冷媒噴射装置「エジェクタ」により、

消費動力を25％低減。燃費を向上させ、CO2も削減できます。

子どもたちの未来を、私たちの技術で守りたいという想いで、　　　　　ヵ＿エァコン用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エジェクター体型エバボレータ
今日も開発に取り組んでいます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　テンソーエジ・クタ　〔i郵

クルマがずっと愛されるために

wwv監denso．co．jp
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